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「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書（案）に対する意見及びその考え方 

 

第１章 電気通信市場の現状 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１－１ ＦＴＴＨ市場における競争状況を的確に把握するためにも、卸売

サービスを利用する大手の事業者について、都道府県毎の提供者数を公表す

るための措置が必要。 

考え方１－１  

○ この１年間でFTTH契約数におけるNTT東日本・西日本の光回線の卸売サー

ビス契約数の割合が飛躍的に増加（2016年3月末時点：NTT東日本11.0%、NTT

西日本5.8％⇒2017年3月末時点：NTT東日本18.2%、NTT西日本11.7%（注））し

ており、また卸売サービスの回線を含めたNTT東日本・西日本の契約数の比

率も微増しており、今後もFTTH市場におけるNTTグループの市場支配力の増

大が想定されることから、卸売サービスを利用する事業者の契約者数も含め

て市場動向の詳細について注視する必要があると考えます。 

そのため、FTTH市場における競争状況を的確に把握するためにも、卸売サ

ービスを利用する大手の事業者（卸売サービスの市場において概ね上位10社

までの事業者）について、都道府県毎の提供者数を公表するための措置が必

要と考えます。 

（注）第一次報告書（案）5頁「図1-5 FTTHの契約数における事業者別シェアの推移」より 

（中部テレコミュニケーション） 

○ 本報告書では、円滑な接続の実現に向けたル

ール整備の検討という目的達成のため、NTT東

日本・西日本の設備の不可欠性の確認という観

点から両社の設備シェアを必要情報として図

示したものであり、両社の卸電気通信役務を利

用する大手の事業者の契約者数を示すことま

では、当該目的の達成には必要ないものと考え

る。 

○ しかしながら、卸電気通信役務の提供状況に

ついては、市場動向の理解のため広く公表され

ていくことが必要であり、関係事業者の理解を

得つつ、これを総務省において行っていくこと

が重要である。 

無 

 

  

別紙１ 
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第２章 ＮＧＮの設備への接続ルールの適用 

１．ＮＧＮの位置付け 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２－１ ＮＧＮの位置付けについて 考え方２－１  

○ ＮＧＮは、ボトルネック設備であるアクセス回線と一体的に構築されてい

る等の理由から、第一種指定電気通信設備規制が課されていますが、 

 他事業者は、ルータ・ＳＩＰサーバ等の局内装置を自ら設置し、自ら敷設

するアクセス回線、あるいは当社がオープン化して提供するダークファ

イバ等を利用して、それぞれ独自のＩＰ通信網を構築していること 

 アクセス回線のボトルネック性に起因する影響はダークファイバ等のア

クセス回線のオープン化によりＮＧＮとは遮断されていることから、Ｎ

ＧＮは他事業者が固定ブロードバンドサービスを提供する上で必要不可

欠な設備とはなっていないこと 

 ＩＰ網への移行後は、ＮＧＮを含む各社のＩＰ網は原則二者間の直接接

続となり、お互いに対称・対等な関係でネットワークを繋ぎ合うことと

なるため、ＩＰ網への移行によりメタル回線がＮＧＮに収容されること

になっても、ＮＧＮへの他事業者の依存性が強まることにはならないこ

と 

等を踏まえると、ＮＧＮにボトルネック性があるとは認められないことか

ら、ネットワークの高度化を妨げたり、また、サービス創造等の新たな価値

創造の芽を摘んだり、ビジネス変革による市場拡大に向けた取組みの妨げに

ならないよう、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備規制の対象から除外してい

ただきたいと考えます。 

仮に、引き続き、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備規制の対象から除外で

○ NGNとの接続が各電気通信事業者の事業展開

上不可欠であること、これに加えて、NGNの重要

性・基幹的役割が一層強まると考えられること

は、本報告書で示したとおりである。 

○ ダークファイバ等のアクセス回線自体の開

放が平成12年より進められてきたことは事実

だが、アクセス回線に直接接続することのみに

より各電気通信事業者の事業展開上不可欠で

あるNTT東日本・西日本のNGN利用者からの発着

信のカバーを各電気通信事業者が行うことは

非現実的であり、アクセス回線開放をもって

NGNに第一種指定電気通信設備に係る接続ルー

ルが不要と論じる意見には説得力がない。ま

た、一部の事業者との間において接続協議が長

期にわたるなど、NGNとの接続は、従来の接続ル

ールがあってすら、十分円滑に行われてきたと

は評しづらい。 

○ したがって、NGNは第一種指定電気通信設備

として改めて捉え、接続ルールを改善すること

で円滑な接続の実現を図っていく必要がある。

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

きない場合であっても、当社に設備更改や新たな設備導入等を躊躇させるこ

とがないよう、その規制の運用にあたっては十分配意いただきたいと考えま

す。 

なお、当社は、様々な要望を踏まえ、相互接続に関しては、網終端装置の

メニューのラインナップ拡充、ＩＰｏＥ方式の申込みに係るオペレーション

改善、優先転送機能の提供、ＩＰｏＥ接続のＰＯＩ追加による県間伝送路自

前化等の対応を実施しているほか、相互接続以外に関しても、事業者向けに

カスタマイズしたサービス提供や端末の機能向上、サービスに係る運用方法

の見直し、光コラボレーションモデルの提供など、ＮＧＮの様々な形での利

用促進を推進してきたところですが、今後も引き続き、更なるオープン化を

進めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

このルールの運用に当たっては、設備投資イン

センティブが阻害されることのないようにす

る必要がある。また、NTT東日本・西日本が自ら

オープン化を進めていくというのであれば、そ

の取組は適宜尊重されるべきと考えられる。 

○ IPoEの接続とPPPoEの接続との間における接

続の運用上の差異については、接続事業者の要

望に照らし合理性があるのか、議論・検証を行

っていく必要がある。 

○ 卸役務は、第一種指定電気通信設備との接続

における公平性・透明性を回避する手段となる

べきものではないため、これら設備の利用に当

たっての公平性・透明性が十分に確保されてい

るか、必要に応じて検証が行われるべきであ

る。 

 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

現在、NTT東西殿のFTTHのシェアは全国で約７割、地域ブロック別でも、

最も高い東北で８割超、最も低い近畿でも過半を占めており、依然としてNTT

東西殿が占める割合が高い状況です。さらに2025年にかけてPSTNマイグレー

ションに伴い固定電話着の7割がNGNと接続されることからも、NGNが今後更

に強い市場支配力を有していくことは明らかであり、NTT東西殿の「IP網へ

の移行によりメタル回線がNGNに収容されることになっても、NGNへの他事業

者の依存性は強まらない」という主張には合理性がありません。NGNは引き

続き第一種指定電気通信設備に指定され、公平性・透明性や、接続の迅速性

を確保するための適切な規律が必要です。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

接続事業者であるISP事業者視点でNGNをみた場合、IPoE接続が拡大提供さ

れていくべき状況であるにもかかわらず、IPoEの接続とPPPoEの接続制度が

互いに独立し、異なっていることは大きな問題です。まずは両方の接続制度・

体系を揃え、次に統合することでNGNの利用環境を統合していくことが一番

重要だと考えます。PSTNマイグレーションが2020年頃からはじまり、今後NGN

の利活用が大きく進展することからも、本問題は早急に議論を開始する必要

があります。 

なお、研究会において当協会から懸念をお伝えしたとおり、卸がこれら公

平性、透明性等を回避する手段とならないように、総務省におかれましても

NTT東西のNGNオープン化に関して引き続き必要な議論や監督を行っていた

だくように要望します。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 報告書案に賛同します。 

 NGNは、ボトルネック性を有するアクセス回線と一体として設置される設

備であり、NGNとの接続は接続事業者の事業展開にとって不可欠です。また、

マイグレーション後には東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株

式会社殿(以下、併せて「NTT東西殿」といいます。)のメタル回線もNGNに収

容されることになるため、NGNの重要性・基幹的役割は一層強まっていきま

す。よって、引き続きNGNを第一種指定電気通信設備とすることは適当と考

えます。 

（ソフトバンク） 

○ NGNは、ボトルネック性を有する加入者回線（光回線。加入者回線の設備

シェアで77％（注））と一体として設置される設備であり、当該設備との接
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意見 考え方 
修正の 

有無 

続が、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠であって、また、利用者利便

の確保の観点からも不可欠であることから、現在、第一種指定電気通信設備

に指定されております。 

今後、PSTNマイグレーションにより、NGNがボトルネック性を有するメタ

ル（加入者回線の設備シェアで99.8％（注））・光アクセス回線と一体として

設置される巨大設備になること、また、固定電話着の７割がNGNと接続され

ることとなり、NGNへの依存性や不可欠性は増々高まっていくことから、引

き続き、NGNを第一種指定電気通信設備に指定し、NGNとの接続に関する接続

料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性等を確保するための適切

な規律を通じて、公正競争の確保と利用者利便の向上を図っていく必要があ

る、との報告書（案）に賛同いたします。 

（注）報告書（案）P.5 「（４）加入者回線の設備シェア」より 

（ＫＤＤＩ） 

○ IP網移行後のNGNはボトルネック性を有するメタル回線及び光回線と一体

として利用される性格を強め、NGNへの他事業者の依存性が強まることから、

他事業者が市場ニーズに即した多様なサービスを遅滞なく提供できるよう

にするために、NGNを引続き第一種指定電気通信設備に指定し、NGNとの接続

条件の公平性・透明性や、接続の迅速性等を確保するための適切な規律を通

じて、公正競争の確保と利用者利便の向上を図っていく必要があると考えま

すので、一次報告書（案）の考え方に賛同します。 

（中部テレコミュニケーション） 
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第２章 ＮＧＮの設備への接続ルールの適用 

２．県間通信用設備の扱い 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２－２ 県間通信用設備の扱いについて 考え方２－２  

○【ＮＧＮの県間伝送路の不可欠性について】 

県間伝送路は、多くの事業者が自ら敷設しており、それを持たない事業者

もビジネスベースで自由に調達を行っていること、現に当社も少なからず県

間伝送路を他事業者から調達していること等を踏まえると、ＮＧＮの県間伝

送路に不可欠性がないことは明らかであり、今般、ＮＧＮの県間伝送路を第

一種指定電気通信設備としないとされたことは適切と考えます。 

なお、県間伝送路の不可欠性を検証する際には、全事業者の県間伝送路の

設備保有量や、接続事業者における代替的な県間伝送路の調達可能性に着目

して検証を行っていく必要があると考えます。 

【ＮＧＮの県間伝送路の不可避的な利用について】 

「ＮＧＮの県間伝送路を不可避的に利用せざるを得ない」とされています

が、以下のとおり、ＩＰｏＥ接続について、その指摘はあたらないほか、Ｉ

Ｐ－ＩＰ接続についても、当社の県間伝送路だけが不可避的に利用される訳

ではありません。 

まず、ＩＰｏＥ接続については、トラヒックが少なかった接続開始時に、

その構成が効率的であるとして接続事業者と合意の上、東京・大阪の2箇所

にＰＯＩを設けることとしていたものです。その後、疎通するトラヒックが

増加してきたことを受けて、ＰＯＩ設置箇所の追加の要望をいただいたこと

から、要望事業者と協議を行い、来年度には、ＮＴＴ東日本エリアで7箇所、

ＮＴＴ西日本エリアで5箇所のＰＯＩを追加する予定としています。今後、

○ NGNの第一種指定電気通信設備との接続にお

いて、NGNの県間伝送路の利用が音声において

もデータにおいても不可避的であることは、本

報告書で述べたとおり。 

○ NGNの第一種指定電気通信設備との接続にお

いて利用することとなる県間伝送路の接続条

件については、NGNとの円滑な接続を確保する

上で重要であるため、本報告書では、手続につ

いて第一種指定電気通信設備と同様のルール

とし、第一種指定電気通信設備の接続約款に統

一的に記載することとしたところであり、接続

点の設定の条件についても、NTT東日本・西日本

の取組状況を見つつ、同接続約款の中で検証さ

れる必要がある。また、これにより、県間伝送

路の接続手続関連の情報開示も、第一種指定電

気通信設備と同様に、簡素な方法により迅速に

行われることとなるべきである。 

○ この他、当該県間伝送路との接続において支

払われる金額については、NTT東日本・西日本に

おいて、「自主的な取組み」を進める旨の意思表

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

接続事業者からＰＯＩ設置箇所の追加の要望をいただいた場合には、要望事

業者と協議した上で、適切な費用を負担いただくことを前提として、検討を

進めていくとしていることから、ＩＰｏＥ接続において「ＮＧＮの県間伝送

路を不可避的に利用せざるを得ない」との指摘は適切でないと考えます。 

次に、音声サービスのＩＰ－ＩＰ接続については、トラヒックが縮小傾向

にあることを踏まえ、ＩＰ網への移行後は、ＰＯＩを東京・大阪の2箇所と

することを基本とすることで事業者間合意しているところです。そのため、

当社の電話ユーザに着信するときは、ＮＧＮの県間伝送路を経由することに

なりますが、一方で、他事業者の電話ユーザに着信するときも、他事業者の

電話網の県間伝送路を経由することになります。その結果、ＩＰ網への移行

後は、ＮＧＮを含む各社のＩＰ網は、原則二者間の直接接続となり、お互い

に対称・対等な関係でネットワークを繋ぎ合うこととなるため、ＩＰ－ＩＰ

接続において「県間伝送路を不可避的に利用せざるを得ない」状況は、当社

も他事業者も同じと考えます。 

以上の観点からも、今般、ＮＧＮの県間伝送路を第一種指定電気通信設備

としないとされたことは適切と考えます。 

なお、ＮＧＮの県内設備との接続に係る申込みと同じタイミングで県間設

備との接続に係る申込みを行うことは現在も実施可能ですが、当社として

は、事業者の利便性向上や負担軽減の観点から、第一種指定電気通信設備接

続約款にその申込み手続きを規定するとともに、自主的な取組みとして、県

間設備を利用する場合の費用に関して公平性や一定の透明性を確保するた

めの措置を講じる考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

明があったことから、総務省よりNTT東日本・西

日本に適正性・公平性・透明性を確保する取組

を依頼すべきとしたところであり、その取組状

況を見た上で、見直すべき点がないか検証を行

っていくのが適当と考えられる。なお、この検

証は、関係事業者の意見をよく聴取して行われ

る必要がある。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 現在の NGN は一つの網の中に第一種指定設備と非指定設備が一体となっ

て構築されています。少なくとも単県POIが設置されない県間ネットワーク

は指定設備を使うために不可避的に使わなければいけない状況であること

から、これらのネットワークを指定設備化して頂き、コスト構造を明らかに

しつつ、接続料及び接続条件の公平性・透明性を確保いただくことを要望し

ます。 

 また、NTT西日本殿はIPoE接続事業者に対するIPoEの地域ブロックPOIの利

用条件として、①ブロックPOIの接続インタフェイスは100Gbps、②利用開始

より5年間のACの継続支払い（利用）、③設置された全エリアPOIへの接続（地

域POIへの単独での接続を許容しない）等を設定しています。設置された全

エリアのブロックPOIで接続することが利用条件となると、POIの分割を行っ

たとしても結果的に全エリアで接続・サービス提供しなければ採算がとれま

せん。また接続インタフェイスが100Gbpsとなっていることを踏まえると地

域ISPや新規参入事業者等の接続が困難です。あらためて、単県POIの設置と

共に、これらの条件がNDAの下で開示されるのでなく、オープンに議論・公

開していただくことを要望します。 

本報告書案のとおり、NTT東西殿による適正性・公平性・透明性を確保す

る取組について、総務省において継続的に検証いただきたいと考えます。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 本報告書案の考え方に賛同いたします。 

県内ネットワークと県間ネットワークが分離できない状況においては、で

きる限り簡素に取り扱われることが重要です。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

研究会でも当協会から発表したとおり、県間ネットワークの透明性確保に

あたっては、その調達方法（入札が適切に行われ、価格の低廉化が進んでい

るか等）についても確認していただくよう要望します。 

なお、NTT東西殿の取り組みにおいてこれらの透明性が確保できない場合

（料金の算定根拠や価格の低廉化の取り組み等が不十分である場合）は、あ

らためて県間ネットワークのあり方についての見直しを要望します。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 報告案の考え方に賛同いたします。 

現時点では接続事業者にとって影響はありませんが、「電話をつなぐ機能」

を経由してNGNと接続されることとなった際、同機能の設置場所が東京都、

大阪府のみと限定される場合には他の道府県への着信に際して、県間中継ル

ータ、県間伝送路を経由することが不可避であることから、これらに対し一

定の規律を課す必要があると考えます。 

なお、一定の規律として、これらも第一種指定電気通信設備に指定すべき

と考えます。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ NGNの県間伝送路は、現状第一種指定電気通信設備に指定されておらず、

コストの算定が不透明です。県間伝送路算定の透明化を確保すべくコストベ

ースでの算定が必要と考えます。 

なお、昨年アンバンドルされた優先転送機能を利用するため、現在弊社と

NTT東西殿との間で協議を重ねていますが、県間伝送路接続料の提示を要望

してから提示されるまでに2か月程度を要し、また、提示された県間伝送路
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意見 考え方 
修正の 

有無 

接続料の根拠となるデータの提示に2か月弱を要する等、NTT東西殿からの県

間伝送路に関する情報の提供が遅く、その妥当性の検証に非常に多くの時間

を要している状況です。加えて、非指定設備であることから提示されたデー

タは限定的であり、妥当性を検証するには不十分な可能性もあります。 

PSTNマイグレーション後は、ひかり電話と接続するに当たり、NGNの県間

伝送路を不可避的に利用することになると考えられ、接続事業者が弊社同様

にその妥当性の検証に時間を要する場合、接続事業者のNGNへの接続が遅延

する恐れもあると考えます。そのような事態を避けるためにも、県間伝送路

のコストベースでの算定は必須と考えます。 

（ソフトバンク） 

○ POIが限定されていることもあり、地域のNGNとの接続において不可避的に

経由せざるを得ないNGNの県間中継ルータ及び県間伝送路との接続条件につ

いては、第一種指定電気通信設備との円滑な接続の上で重要であることは明

白であり、県間中継ルータ及び県間伝送路との接続手続について、第一種指

定電気通信設備接続約款において統一的に記載するべきこととする、との報

告書（案）に賛同いたします。 

また、その接続料については、現時点では第一種指定電気通信設備接続約

款記載事項とはせず、NTT東・西による適正性・公平性・透明性を確保する取

組を総務省からNTT東・西に依頼し、その取組状況について注視し、見直す

べき点がないか検証を行うことになりますが、特に、PSTNマイグレーション

後は、NGNがボトルネック性を有するメタル・光アクセス回線と一体設置の

巨大設備となり、かつ、県間伝送路を不可避的に利用せざるを得なくなるこ

と、また、そのような状況下で、NGNの県間中継ルータ及び県間伝送路が、
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意見 考え方 
修正の 

有無 

NTT東・西の自由裁量でコスト如何に関わらず接続料を決定し得る状況では、

公正競争の確保が困難なことから、当該検証にあたっては、県間中継ルータ

及び県間伝送路が第一種指定電気通信設備との円滑な接続の上で重要であ

る点を十分に考慮し、第一種指定電気通信設備と同等に適正性・公平性・透

明性が確保されている必要があると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

○ 今後の音声サービスのIP-IP接続において集約されたPOIの設置場所（東

京・大阪）以外との発着信については、NGNの県間伝送路の依存度や重要性

も今まで以上に高まり、不可避的に使用されることになるものと考えられま

す。従って、NGNの県間伝送路について、料金その他の提供条件の適正性、公

平性や透明性等を確保するための措置を講ずる必要があると考えますので、

第一次報告書（案）の考え方に賛同します。 

総務省におかれましては、今後のNTT東日本・西日本によるNGN県間伝送路

の適正性・公平性・透明性を確保する取組みを注視していただき、NTT東日

本・西日本による取り組みが十分でない場合は、県間伝送路に第一種指定電

気通信設備と同等の規律を課すように整理していただく必要があると考え

ます。 

（中部テレコミュニケーション） 
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第２章 ＮＧＮの設備への接続ルールの適用 

３．ＰＯＩの増設 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２－３ ＰＯＩの増設について 考え方２－３  

○ ＩＰｏＥ接続については、トラヒックが少なかった接続開始時に、その構

成が効率的であるとして接続事業者と合意の上、東京・大阪の2箇所にＰＯ

Ｉを設けることとしていたものです。その後、疎通するトラヒックが増加し

てきたことを受けて、ＰＯＩ設置箇所の追加の要望をいただいたことから、

要望事業者と協議を行い、来年度には、ＮＴＴ東日本エリアで7箇所、ＮＴ

Ｔ西日本エリアで5箇所のＰＯＩを追加する予定としています。今後、接続

事業者からＰＯＩ設置箇所の追加の要望をいただいた場合には、要望事業者

と協議した上で、適切な費用を負担いただくことを前提として、検討を進め

ていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ POIの増設については、接続事業者の要望を

ベースに対応される必要があるところ、これま

でのところ、一定の進捗がみられているが、今

後とも、増設に関する対応状況について、注視

していく必要がある。 

○ なお、接続用ポートの小容量化については、

考え方３－５を参照されたい。 

無 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

例えば、一部のISPはPPPoE接続方式において特定の都道府県にのみ接続を

行うことで、地域限定のサービスを行っているケースがあります。しかし

IPoEサービスではPOIが東京および大阪のみに限定されていることから、

PPPoE接続方式と同様の接続を行うことができません。また東京および大阪

での接続は、不必要に全国をカバーしてしまうことや、NTT東西殿が設定し

た情報システム利用料や県間ネットワークのコストを不可避的に支払わな

ければならないなど、PPPoEと比較して高コストで非効率です。    

今後IPoEのPOIが各県に設置され、単県POIごとに単独接続できること、県

間ネットワークのコストを支払うことなく接続できること、および接続ポー
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意見 考え方 
修正の 

有無 

トの小容量化が行われること等で、地域のISPや新規参入事業者等が利用し

やすくなります。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ POI増設を促す報告案の考え方に賛同します。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ 地方にPOIが無い場合、データセンターを設置してそこにデータを置く意

味が少なくなることから「総務省においては、NTT東日本、NTT西日本に対し、

POI設置の要望には柔軟に対応することを要請」に賛同いたします。 

（テレコムサービス協会） 

○ 報告書案に賛同します。 

 総務省殿は、本年秋に予定しているフォローアップにおいてもNTT東西殿

と接続事業者の間の協議状況及び進捗状況をチェックし、仮に協議が難航す

るようであれば、円滑に進むような措置を講じることが適当と考えます。 

（ソフトバンク） 
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第３章 ＮＧＮの接続料の算定方法 

１．接続機能と費用配賦 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見３－１ 接続機能と費用配賦について 考え方３－１  

○【ＮＧＮの接続料算定に用いるコストドライバについて】 

当社としては、これまでの帯域換算係数を用いたＮＧＮの共用設備のコス

ト配賦方法は適切であったと考えますが、優先帯域を用いる映像系サービス

が当初の想定ほど拡大せず、ベストエフォートのインターネット経由で提供

されるＹｏｕｔｕｂｅ等の映像系サービスの利用が急激に拡大していると

いう環境の変化等を踏まえ、次年度に適用する接続料の算定において当該帯

域換算係数を用いないこととする考えです。 

ＮＧＮの共用設備のコスト配賦にあたって、トラヒック量のみをコストド

ライバとして用いることが適切か否かについては、当該設備に係る設備コス

トの発生態様の実態等の調査を踏まえて判断する必要があると考えます。そ

の上で、トラヒック量以外でコストドライバとして用いることが適当なもの

があれば、提案する考えです。 

【ＮＧＮに設定される機能について】 

本報告書案において、「従来の方法を改めて、設備ごとに適切なコストド

ライバを検討することが必要であり、ＮＧＮの設備については、平成２０年

（２００８）に設定された現行の接続約款メニューに代えて、次のように接

続料の単位となる「機能」を設けることと（中略）すべきである」とされて

おりますが、そもそも接続機能の中には、一の設備において複数の機能が実

現されるものや、一の機能が複数の設備の組み合わせによって実現されるも

のがあり、当該機能を単体設備ごとに分解したとしても、それらは単独では

○ 本報告書で述べたとおり、NGNにおいて設定

すべき新機能で、共用的に用いられるものにつ

いては、接続料の算定に当たり、トラヒック量

をコストドライバとすべきである。これに関

し、NTT東日本・西日本から、かねてその意見で

言及されていたように、トラヒック量に加えて

コストドライバとして用いるべきものに関す

る提案があった場合には、本研究会で検討する

こととする。 

○ NGNの新機能が設定された後は、それら機能

に係る接続料の算定が行われる際に、総務省に

おいて適正性・公平性・透明性の確保の点に留

意していくことが必要である。これら接続料の

算定は、第一種指定電気通信設備について独立

に行われるべきものであり、この算定によって

第一種指定電気通信設備以外の設備に係る接

続料の水準が当然に引き上げられることには

ならない。 

○ 個々の接続機能が単体では機能しないとNTT

東日本・西日本が考える場合について、どの機

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

機能せず、事業者に貸し出すことはできません。したがって、今回、例えば、

収容ルータに端末系ルータ交換機能、中継ルータ等に中継系ルータ交換伝送

機能といった機能を設定するといった提案がなされていますが、それによっ

て新たな接続が可能となるというものではないため、単体設備ごとに一の機

能を固定的・画一的に設定する見直しを行うことは適切でないと考えます。 

「ＮＧＮについて設定されるべき機能」を設ける意義が、「設備ごとの網

機能の単位コストが明確となり、異なる事業者がＮＧＮの同じ設備を同じよ

うに利用した場合にコストの同等性を確保することが可能となる」ことであ

るならば、直ちに新たな接続機能のアンバンドルを強いることをせずとも、

接続料の算定根拠において設備ごとの単位コストを把握することは可能で

あり、それによっても十分に目的は達成できると考えます。 

仮に、現段階で具体的な要望もなく技術的・経済的に実現可能か否かが不

明である「ＮＧＮについて設定されるべき機能」を直ちに提供するよう求め

られたとしても、現時点で当該単体設備だけでは利用することができないた

め、複数の設備を組み合わせた現行の接続機能と同様の形態でのみ利用でき

る旨を接続約款に明示する必要があります。 

なお、当社は、今後も、現行の接続機能と異なる形態での利用要望をいた

だいた場合には、要望事業者と協議した上で、技術的・経済的に可能であれ

ば、適切な費用を負担いただくことを前提として、検討を進めていく考えで

す。 

また、既に接続約款に規定している網改造料の機能に係る装置（ＩＰｏ

Ｅ接続のゲートウェイルータ等）については、個々の装置を実際に利用す

る事業者の要望に基づき、当該事業者が要望する場所に新たに当該装置を

能をどのように組み合わせて利用するかは接

続事業者の判断が基本となるものであり、これ

を不当に制約することがあってはならないが、

接続約款上、NTT東日本・西日本がこれについて

注記することはあるだろう。 

○ IPoE接続のゲートウェイルータについて、現

在、網改造料として接続料が設定されていると

ころ、本報告書でこれについて議論をしていな

かったが、今般、その是非について意見が提出

されており、各関係事業者の費用負担等に大き

く関わるものであるので、本研究会において、

今秋、その検討を行うこととする。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

設置等するものであるため、それぞれの装置の費用を実際に利用する事業

者に負担いただくことが適切と考えます。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ NGNの設備について接続料の単位となる「機能」を見直すことが提言され

ており、図3-10にはIPoE接続のゲートウェイルータも他網接続における基本

機能に分類されているように見受けられます。もしIPoE接続のゲートウェイ

ルータを「基本的な接続機能」に見直すのであれば、その点には賛成しかね

ます。  

現行のPPPoE接続によるインターネット接続機能については「基本的な接

続機能」という位置付けとなっており、網終端装置（PPPoE）のコストはフレ

ッツユーザの基本料で回収することとなっています。これにより網終端装置

（PPPoE）の増設有無は、NTT東日本・NTT西日本が基準を定めて決定する立

場にあり、ISP事業者のニーズだけで増設を決定できないルールになってい

ます。 

一方ゲートウェイルータ（IPoE接続）は、IPoE接続事業者のコスト負担に

より設置・増設するため、IPoE接続事業者のトラフィック予測に基づいて必

要数を増設することができます。現行のゲートウェイルータ（IPoE接続）が

提供するインターネット接続機能が「基本的な接続機能」となると、NTT東

日本・NTT西日本のコスト負担が入ることにより、IPoE接続事業者の要求だ

けでは増設できないルールとなることが予想され、結果として、トラフィッ

ク増に柔軟に対応できる現行のスキームに比べると自由な増設ができなく

なり、輻輳を引き起こして契約者に不利益を与えることとなります。 

（インターネットマルチフィード） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

優先制御機能の接続料金でも議論となったように、既存事業者や大手事業

者が有利にならないように算定において適正性・公平性・透明性を確保して

いただくよう要望します。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

現行の収容局接続機能では装置ごとの接続となっており非常に高額であ

ることから新規参入事業者や地域事業者など多くの事業者が参入すること

は困難です。そのためトラフィック単位等での接続等について検討いただき

たいと考えます。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ QoS換算係数、帯域換算係数によりコスト配分に不公平感があってはなら

ず、共用的に用いられる中継ルータ、中継伝送路のルーティング伝送の機能、

収容ルータの機能におけるコストドライバについては、トラヒック量とする

報告案の考え方に賛同いたします。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ 報告書案に賛同します。 

 現在の垂直統合型の機能区分は、同じトラヒック量で同じ設備を利用して

も、利用している機能により費用が異なってしまうという問題点がありま

す。本来の費用発生の態様に合わせ、設備ごとに対応する機能を設けること

は適切と考えます。 

また、コストドライバの検討に当たっては、費用の発生態様に照らした適

切なものとすべきであり、コストドライバはトラヒック量とすることが適当
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意見 考え方 
修正の 

有無 

と考えます。 

（ソフトバンク） 

○ NGNの設備については、平成20年（2008）に設定された現行の接続約款メ

ニューに代えて、接続料の単位となる「機能」を設け、共用的に用いられる

中継ルータ・伝送路のルーティング伝送の機能や収容ルータの機能において

は、トラヒック量をコストドライバとして用いることとすべき、との報告書

（案）に賛同いたします。 

当該措置により、報告書（案）の記載通り、設備ごとの網機能の単位コス

トが明確となり、異なる事業者がNGNの同じ設備を同じように利用した場合

にコストの同等性を確保することが可能となると考えます。 

また、トラヒック以外でコストドライバとして用いるべきものがあるのか

どうか、NTT東・西から提案があった場合は、本研究会で検討することとな

りますが、当該検討においては、報告書（案）の考え方である「設備ごとの

網機能の単位コストが明確となり、異なる事業者がNGNの同じ設備を同じよ

うに利用した場合にコストの同等性を確保することが可能となる」ことが担

保される必要があると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

○ コストドライバが変更されるにあたり、非指定設備である広域ネットワー

ク料金が上昇する事がないよう、考慮すべきと考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

意見３－２ 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能

の利用を検討するために、必要な網改造料を公開情報として明記して、概算

の費用を示してほしい。 

考え方３－２  
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 図３−４では、「優先パケット識別機能」及び「優先パケットルーティング

伝送機能」の接続料が記載されています。しかし、優先パケットの機能を利

用するために追加で網改造料が必要か、どのような機能の網改造料が必要な

のかが記載されていません。優先パケット機能の利用を検討するために、必

要な網改造料を公開情報として明記して、概算の費用を示してほしい。 

（テレコムサービス協会） 

○ 優先パケット識別機能及び優先パケットル

ーティング伝送機能の利用に係る網改造料は

接続約款に明記されている。 

○ 網改造料は接続事業者ごとの個別管理対象

設備に係るものとされ、金額は接続事業者によ

って異なり、あらかじめ定量的に料金額を示す

ことができるものではないが、その金額負担が

接続事業者のサービス展開において重要であ

ることから、その概算等を示すことについて、

総務省よりNTT東日本・西日本に検討を依頼し

ていただきたい。 

無 
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第３章 ＮＧＮの接続料の算定方法 

２．ＮＧＮとの新しい形態の接続（接続要望への対応） 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見３－３ ＮＧＮとの新しい形態の接続（接続要望への対応）について 考え方３－３  

○ 当社は、ＮＧＮのオープン化に関して、事業者の様々な要望を踏まえ、相

互接続に関しては、網終端装置のメニューのラインナップ拡充、ＩＰｏＥ方

式の申込みに係るオペレーション改善、優先転送機能の提供、ＩＰｏＥ接続

のＰＯＩ追加による県間伝送路自前化等の対応を実施しているほか、相互接

続以外に関しても、事業者向けにカスタマイズしたサービス提供や端末の機

能向上、サービスに係る運用方法の見直し、光コラボレーションモデルの提

供など、様々な形でＮＧＮの利用促進を推進してきたところです。 

今後も引き続き、更なるＮＧＮのオープン化を進めていく考えであり、

事業者の要望についても、協議を通じて真摯に対応していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 本研究会の検討に際して提起された接続に

関する要望については、総務省及び本研究会に

おいて接続協議のフォローアップを行い、協議

が円滑に進捗しない要因が仮にあるのであれ

ば、それへの対処について検討を行っていく。 

 

無 

 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

現在のNGNの利用形態をみた場合、光卸サービスは料金設定権がISP側に存

在するものの、接続では料金設定件がNTT東西殿にある状況です。光卸サー

ビスのほうが接続に比べて優位なサービス仕様となることから、現在は大手

ISPを含めて多くのISPは光卸サービスを利用せざるを得ません。このよう

に、卸が接続よりも優位である状態が続くと、接続制度の形骸化が進みます。

接続によるNGN接続に関しても、光卸サービスと同様に料金設定権をISP側に

するなど、卸で提供されているものは同一条件で接続でも利用可能となるよ

う、総務省殿において早急な検討を要望します。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

また、進捗を定期的に確認していただくことが必要ですが、その際はNTT

東西殿と地域ISPの交渉力に差があることに留意して確認いただくことを要

望します。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 接続事業者からNGNとの接続要望があった際、NTT東日本・西日本にあって

は、事業者間協議が長期に渡らないように配慮され、また積極的に情報開示

されることを要望いたします。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ 報告書案に賛同します。 

 総務省殿は、本年秋に予定しているフォローアップにおいてもNTT東西殿

と接続事業者の間の協議状況及び進捗状況をチェックし、仮に協議が難航す

るようであれば、円滑に進むような措置を講じることが適当と考えます。NGN

の機能を接続事業者が利用できず、NTT東西殿利用部門のみが利用できると

いうことがないように、NTT東西殿利用部門と接続事業者の同等性を確保す

ることが必要と考えます。 

（ソフトバンク） 

意見３－４ 設備構築事業者の投資インセンティブを著しく削ぐことになる

ため、「ＩＳＰが接続料を支払う形での接続」は実施すべきでない。 

考え方３－４  

○ なお、「ＩＳＰが接続料を支払う形での接続」について、詳細は分かりか

ねますが、仮に、過去に検討された光ファイバの分岐単位接続料※と同様の

要望であるならば、 

①接続事業者の設備を経由しない網内折り返し通信は接続機能とならな

いところ、当社光サービスにおいて網内折り返し通信のみを規制する

○ 接続事業者が接続料を支払う形態での接続

について、接続料等の設定が適正であるかの議

論は必要だが、設備投資インセンティブを損な

うものとして一律に実現可能性を排除する考

え方は、適当ではない。本件要望についても、

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ことは困難であること 

②当社光サービスでは、複数のＩＳＰ事業者を切り替えて利用すること

やＩＳＰ事業者と接続せずにＮＧＮ内に閉じたサービスを利用するこ

とが可能となっており、特定のＩＳＰ事業者向けに接続先を限定でき

ないこと 

から、その要望を実現することは技術的・経済的に困難であると考えます。 

また、「ＩＳＰが接続料を支払う形での接続」が光ファイバの分岐単位接

続料※と同様のものとして実現された場合、投資リスクを負いながら事業展

開する当社や他の設備構築事業者にとって、投資リスクを負わないだけでな

くユーザを獲得するリスクさえ軽減されるアンバンドル機能利用事業者と

の間で負担のバランスを欠くことになり、設備構築事業者の投資インセンテ

ィブを著しく削ぐことになるため、このような観点でも「ＩＳＰが接続料を

支払う形での接続」は実施すべきでないと考えます。 

※情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方について」（平成20年3月27日）における「Ｂ

フレッツに係る機能を接続料化する案」。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

これに応じた接続協議は必要であり、本報告書

でも述べたとおり、他の要望に関するものと同

様、フォローアップを行っていく必要がある。 

○ ISPが接続料を支払う形での接続というのが「光サービス卸と同等の機能

のアンバンドル」を意味するのであれば、過去にも議論されてきた分岐端末

回線単位の接続料設定が想起されるところであり、これはコストをNTT東西

殿に付け替えることに他なりません。 

このようなことが実現してしまうと、設備を借りるだけの事業者だけが一

方的に有利となり、これまで自らリスクを取って設備投資し、地域のブロー

ドバンド化推進に寄与してきた事業者を排除することになりかねません。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

その結果、設備投資インセンティブが失われ、サービス競争が起こらなく

なり、利用者利便を大きく損ねるものと考えます。 

（ケイ・オプティコム） 
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第３章 ＮＧＮの接続料の算定方法 

３．ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見３－５ ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化について 考え方３－５  

○ ＩＰｏＥ接続に係るゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化につ

いては、同一装置に大容量と小容量のポートが混在した場合には装置の利用

効率が低下するという課題が生じることから、まずは、当社として、既存Ｖ

ＮＥ事業者と小容量化を要望する事業者の双方の意見を伺っていく考えで

す。 

音声通信のＩＰ－ＩＰ接続については、ＩＰ－ＩＰ接続の接続方法に係る

技術的検討や、ＰＯＩビルにおける設備構成や保守運用等に係る技術的検

討、ＩＰ－ＩＰ接続に係る精算方法（呼毎精算とするかポート毎精算とする

か等）に係る検討に関し、「ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間

の意識合わせの場」において、事業者間で協議を行っているところです。 

事業者間協議を踏まえると、音声通信のＩＰ－ＩＰ接続が開始されるの

は、2021年以降となる見込みであり、現時点においては、実際にどの程度の

容量のポートが必要になるか等が明らかになっていないため、今後、音声通

信のＩＰ－ＩＰ接続に係る事業者間の検討・整理の状況も踏まえ、音声通信

のＩＰ－ＩＰ接続に係るゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化の

料金メニューの設定について検討を進める考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ IPoE接続のゲートウェイルータの接続用ポ

ートの小容量化については、装置の利用効率を

大きく低下させない配慮は否定しないが、多様

な事業者の参入機会を保障し、最終的な全体の

最適化につながる市場競争を促すものとして、

重要である。効率的なサービス提供の上でVNE

事業者の役割は重要であるが、そうではあって

も、VNE事業者からの卸役務提供によらない参

入機会を設けることにより、他事業者のネット

ワーク構成の自由度を高め、また、他事業者の

市場参入機会を確保することが重要であるこ

とに変わりはない。 

○ 音声通信のIP-IP接続については、接続事業

者の需要動向を考慮して、接続用ポートの小容

量化が進められる必要がある。 

○ 本件に関しては、NTT東日本・西日本における

検討状況について、総務省で報告を求め、フォ

ローアップをしていく必要がある。 

○ なお、IPoE接続のゲートウェイルータの網使

用料化の議論については、考え方３－１を参照

無 

○ ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化については、これを実現す

ることによる設備利用効率が低下、引いてはVNE接続方式全体のコストアッ

プとなることが懸念されます。また、「100Mbps」のメニューにおいては一般
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意見 考え方 
修正の 

有無 

的なインターネットユーザが平均して約 300kbpsのトラヒック量である現

状において 300加入者程度しか収容できず、「1Gbps」のメニューにおいても 

3,000加入者程度しか収容できません。このような小容量化インタフェース

に対して何らかの要因による過大なトラヒックの溢れが発生した場合に、大

容量インタフェースに悪影響を与えることが懸念されます。  

そもそも、IPoE方式においては、当初よりVNEからISPへの卸提供を行うこ

とを前提として構築された方式であり、当社も既に多くの ISP様とご契約い

ただき利用が進んでいる状況にあります。ついては、小容量を希望される事

業者については VNEを利用いただき、IPoE方式全体の設備効率を下げないこ

とが NGNの全体のコスト面および品質面で最適化につながるものと考えま

す。 

（日本ネットワークイネイブラー） 

されたい。 

○ IPoE接続するゲートウェイルータの接続用ポート容量は効率的なNW構築

の観点から設計されていますが、小容量化は効率化に逆行し既存の100Gイン

ターフェースや10Gインターフェースを含めNW全体の性能比でのコスト増に

つながると考えます。 

 インターネットトラフィックが継続的に増大している状況を鑑みると、こ

のことはエンドユーザサービス品質の低下あるいは利用料負担の増大につ

ながる可能性を含んでおり、弊社としては接続用ポートの小容量化には反対

の立場を取りたいと考えます。 

（朝日ネット） 

○ 本報告書案に反対いたします。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

小容量化実現により設備効率が低下し、ひいてはＶＮＥ接続方式全体のコ

ストアップにつながる懸念があります。 

接続事業者全体が利用しやすい方式と料金での提供ができるようご検討

をお願い致します。 

現在のFTTH会員の最繫時間帯の平均帯域は400kbps超であり、直近2～3年

の会員当りトラヒックの伸びが年間50%であること、この傾向はコンテンツ

のリッチ化、動画の多用化が今後も進み、継続することが想定されることか

ら、2年後には会員当り1Mbpsクラスの帯域確保が求められてくるものと考え

ます。このような環境に置きまして、100Mbps、1Gbpsと言った小容量のイン

タフェースでは、回線当り100～1000名の収容しかできず、数年の内に容量

不足となるため、提供されても使われないことを懸念します。 

（ビッグローブ） 

○ ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化には賛同致しかねます。 

小容量化による既存のVNE事業者に対する網改造料追加費用負担、及び、

ゲートウェイルータ利用効率低下については容認する事は出来ません。 

加えて既存のVNE事業者の事業領域に影響が無いよう考慮すべきと考えま

す。 

また、網使用料化については、PPPoE網終端装置の増設同様、トラヒック

ベースでの増設が出来なくなった場合のユーザへの不利益を考慮すべきと

考えます。その上で、ゲートウェイルータのVNE事業者費用負担の軽減には

賛同致します。 

なお、網使用料化によって既存VNE事業者が今まで網改造料により負担し

てきた費用に対する不公平感を拭えません。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

（ＢＢＩＸ） 

○ IPoE接続のゲートウェイルータに小容量の接続用ポート（1Gbpsや100Mbps

といったメニュー）を新たに設けると、同ルータに大容量の接続ポートを設

けられる数が減少するとともに、物理的な制限から1スロット当たりに収容

して処理できるトラフィック量も減少し、ゲートウェイルータ１台当たりで

処理できるトラフィック量も少なくなります。これにより、ゲートウェイル

ータの追加サイクルが早まることが容易に想定され、単位トラフィック量当

たりの処理コストが現状よりも確実に増加します。このことは、IPoE接続事

業者が負担するコストを増加させることになるとともに、IPoE接続事業者が

提供する接続サービスを利用するISP事業者が負担するコストも増加させる

ことにつながります。 

またNTT東日本・NTT西日本に支払う接続料において、トラフィックや契約

数に依存しない共通的なものについては、大容量の接続用ポートで接続する

IPoE接続事業者と小容量の接続用ポートで接続するIPoE接続事業者の間で

負担するコストは変わらないと推定され、少数の大容量の接続用ポートで接

続するIPoE接続事業者が多数の小規模なISP事業者に提供する現スキームよ

りも、小容量の接続用ポートを利用して多数の小規模なISP事業者がIPoE接

続事業者として接続サービスを提供する新スキームの方が、小規模なISP事

業者にとっては負担するコストが大きくなることが想定されます。 

従って、IPoE接続のゲートウェイルータに小容量の接続用ポートを設ける

必要はないと考えます。 

（インターネットマルチフィード） 

○ ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化には懸念があります。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ゲートウェイルータの接続用ポートの提供においては、これまでネットワ

ークの効率化の観点からポート容量が10Gインターフェイスと100Gインター

フェイスに決められておりました。 

小容量化は選択肢を増やす一方で、既存の100Gインターフェイスや10Gイ

ンターフェイスの機器収容効率を下げることになり、実質上コストアップに

つながるおそれがあります。結果として接続費用単価の上昇を招き、エンド

ユーザへ影響を及ぼすことを懸念しております。このように、既存VNE事業

者の接続費用やビジネスに影響がないように配慮いただく必要があります。 

また、昨今の1ユーザあたりのダウンロードトラフィック上昇の高まりや、

PPPoE網終端装置をボトルネックとした品質低下を鑑みますと、IPoEに対し

ては品質面での期待が高まっていくと認識しています。その中で、ゲートウ

ェイルータを含めたシステム全体で小容量ポートというボトルネックが"な

い"ことはIPoEというサービス全体の信頼感を高め、ブランド価値を醸成す

る側面があるものと思料します。こうした今後のVNE事業のあり方にも配慮

をしていただきたく思います。 

（フリービット） 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

情報通信審議会答申「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移

行後のIP網のあるべき姿～」でも議論されたとおり、PSTNが廃止される昨今

においてNGNの重要性はインターネット接続の上だけでなく今後ますます高

まることから、多様な事業者がNGNに容易に接続可能であることは、日本の

インターネットだけでなくICT産業全体をみて重要であることは明白です。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

特にIPoE接続に関しては、NGNにおけるIPoE接続可能事業者数の増加に伴

い、当初の3事業者による代表接続方式が必須でなくなり、VNEでなく個社ご

とに接続しているケースが現れている状況や、地域限定サービスなどの多様

なニーズに合わせた接続が必要となってきていること、また、本来ISPにネ

ットワークを提供することを目的としてVNE制度が取り入れられたにもかか

わらず他社にネットワークを提供していないVNEがありISPの選択肢が当初

の想定より限られている部分があるなどから、より柔軟な接続形態、より低

廉な接続料等の施策によって新規接続しやすい環境を整備することが必要

です。これにより、VNE間の競争の促進や、接続事業者の選択肢が広がるこ

とから、NGNの多様な利活用が期待されます。そのためには、IPoE接続ポー

トの小容量化、IPoEの全県で単県POIの創設、広域ネットワークの低廉化、

およびIPoE 用ゲートウェイルータの網使用料化、情報システムの網使用料

化等、ISP目線でPPPoE接続と同等の接続環境が必要です。 

NTT東西殿より「IPoE 接続用ポートの小容量化については、現在 NGN と

接続し、ISP 事業者等に小容量の接続を仲介して提供している VNE事業者の

ビジネスへの影響にも留意すべきと考えます。」とのご意見がありましたが、

先に述べた通り、他グループのISPに対してネットワークを提供していない

VNE（VNEの接続性を独占しているVNE）が存在することや、IPoE接続可能事

業者数の増加等、VNEの議論が行われた時点とは前提になる環境が変わって

いることからも、既存のVNE事業者の既得権益を維持する考え方ではなく、

地域のISPを含む多くの事業者が容易に選択・参入できるような環境を作る

べきであり、IPoE接続の接続料化や接続料の低廉化等によって接続事業者数

の更なる拡大を図っていくべきです。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

なお、そもそもIPoE接続ポートの小容量化や単県POIの設置の問題で表面

化している最大の問題は、IPoE接続に関してはその協議や仕様までもがクロ

ーズドな議論で行われていることです。IPoE方式（NGN接続方式4）の接続条

件等の具体的な仕様等の議論はNTT東西殿とVNE3社によるクローズドな議論

で決定され、現時点においてもその接続仕様がオープンになっていないこと

から他のISPが意見を述べることはできません。クローズドな場で、特定の

事業者のみで決められた仕様はその後長期間にわたって他が参入しにくい

状況を生み、公正競争環境の整備の観点でも課題を生みやすいことから、今

後は網間接続に関する仕様は公開し、オープンに議論することを要望しま

す。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 接続事業者としては、NGNの機能アンバンドルによる新サービス、IP-IP接

続を行っていくためにGWルータとの接続は欠かせないものと考えられます

が、小規模事業者への負担が考慮された小容量化の料金を設けることを適当

とする報告案の考え方に賛同いたします。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ ゲートウェイルータの小容量化が実現しなければ、各事業者がNTT東西殿

の光IP電話及びメタルIP電話とIP-IP接続する場合において、小トラフィッ

クの事業者に過剰な接続料の負担を強いるおそれがあります。 

そのため、「接続約款にゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化の

料金メニュー（例えば、「１Gbps」や「100Mbps」といったメニュー。）を設け

ることが適当」とする研究会の考えに賛同します。 

（ケイ・オプティコム） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 今後の音声サービスのIP-IP接続において、既存ゲートウェイルータ

（10Gbps）のポート接続は、当社や中小規模の接続事業者にとって過剰設備

になる可能性が高いことから、100Mbpsや1Gbpsのような低品目のポート接続

のメニュー設定が必要と考えますので、報告書（案）の考え方に賛同します。

ただし、仮に低品目のポート接続メニューの追加設定がコスト面や技術面か

ら難しい場合には、中小規模の接続事業者における接続料の負担が過度なも

のとならないよう、当該ポートに係る接続料をトラヒック量等に応じて設定

する必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション） 
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第３章 ＮＧＮの接続料の算定方法 

４．網終端装置の増設基準 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見３－６ 網終端装置の輻輳は、お客様の体感速度やサービス品質に重要な

影響を与えることから、公正な競争環境を確保すべく、網終端装置の増設の

考え方、手続、提供メニュー・増設基準等については、ＩＳＰ事業者と十分

協議（団体交渉を含む）できるようにすると共に、その基本的部分を接続約

款に規定し、公平性や透明性を確保することが必要。 

考え方３－６  

○ 本報告書案に賛同します。 

NTT東西殿が設置した網終端装置は、複数ユーザのトラフィックが収容さ

れている装置ですが、現在Eメールも受信できないほどのひどい輻輳が日々

発生しています。ISPはユーザから日々多くのヘビークレームを受けている

ことから、NTT東西殿に対し、NGN内部に設置される網終端装置の増強を要請

しているものの、NTT東西殿は「網終端装置に収容されるユーザ（セッショ

ン）数がNTT殿の基準を満たしていない」との理由で網終端装置の増設に応

じてくれません。 

 NTT東西殿はクレームをしてきたエンドユーザに対しては「ISPの問題」と

説明しながら、ISPのネットワーク品質改善に対する要望に応じてくれない

ことから、ISPはネットワーク品質改善に向けてなんら対応ができず、ユー

ザのネットワーク環境は一向に改善しない状況です。網終端装置の収容ユー

ザ数等の仕様は現状のインターネット利用環境と大きく乖離していること

は明らかであることから、NTT東西殿は、IPoE接続と同様に設備増強ポリシ

ーをトラフィックベースに変更することや、設備増設タイミングを柔軟化

（例えば、接続ポート帯域の50%超で設備増設可等）する等、速やかにポリ

○ 網終端装置の輻輳は、通信の疎通を確保する

ため早期の解消が必要であり、十分な事業者間

協議と網終端装置の増設の考え方等の公平性

や透明性の確保をNTT東日本・西日本で進める

と共に、総務省においても、そのフォローアッ

プを進めていく必要がある。 

○ なお、NTT東日本・西日本とISPの間に情報や

交渉力の格差があることを踏まえ、NTT東日本・

西日本から周知事項がある場合は、関係団体に

も情報提供されることが望ましく、そういった

情報提供を望む関係団体に情報提供すること

をNTT東日本・西日本に対する総務省からの依

頼の中で言及することが適当である。 

○ これに関して、NTT東日本・西日本からISPに

対して、総務省への意見提出の有無や意見の発

言を確認することは、意見提出の不当な抑制に

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

シーの見直しを行い、NGNのネットワーク品質の改善を図り、利用者利便を

向上させて頂くよう要望します。 

 網終端装置等に関する周知事項について、NTT東西殿から当協会等への説

明や連絡等はなく、当然当協会は会員に対し周知することができませんでし

た。今後、NTT東西殿は公平性・透明性確保の観点からもこれらの周知事項

についてはすべて協会宛に連絡頂くことを要望します。 

また、本研究会で明らかになった大きな問題は、NTT西日本殿が特定の網

終端装置について、一部の接続事業者のみに卸として提供されていたことで

す。 

光コラボレーション（卸）モデルの議論では、NTT東西殿の意向によって

特定の者のみに特定の条件で提供することが可能となる懸念が議論されま

したが、今回これらの懸念が本件で現実となっています。実際にNTT西日本

殿による網終端装置の卸提供の事実は、一部の事業者のみに提案されていた

ため、多くの会員は本研究会で議論されるまでそのプランの存在自体をも知

ることができませんでした。 

また、NTT東西殿との交渉力の違いから、NTT東西殿との卸取引のウェイト

が高くなればなるほど、接続事業者は接続制度に関して意見を表明すること

が困難になってきています。実際に、先の意見募集に際してもNTT 殿より会

員に対し意見提出や議論の場等での発言に関して確認があったことから、多

くの会員は光卸サービスのNTT東西間の個別契約への影響を懸念し（萎縮効

果が働き）、個別の意見提出を見送ったり、当協会内議論にNTT東西が参加さ

れる場合に自社の社員の派遣を見送ったりする事例がでています。 

繋がる場合には、適切でない。 

○ なお、卸役務の提供では、不当な差別的取扱

いがなされることがないよう、役務の提供事業

者の取組が求められるところであり、総務省に

おいても状況を注視していく必要がある。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

これらの状況はこれまで総務省殿や事業者による長年の議論で培ってき

た接続制度による競争担保の仕組みが形骸化してきていると言わざるを得

ません。今後、卸は同条件で接続を開放することを原則とするなど、総務省

殿におかれては接続制度によるNTT東西殿の適正性・透明性・公平性の担保

に向けてより一層の対応をしていただきたいと考えます。 

 なお、今回の研究会で、NDAによる議論の弊害について議論していただき、

協会内での会員間の情報共有、議論および団体交渉が可能であると判断頂い

たことに対して感謝申し上げます。今後も当協会はインターネットや通信の

健全で多様な発展のために政策提言やユーザへの情報提供等を積極的に行

ってまいる所存です。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 報告書案に賛同いたします。  

新メニュー等の情報展開について事業者間で差が付かない様、提供情報の

公平性（内容・時期）を引き続き確保して頂く事を希望致します。 

（アルテリア・ネットワークス） 

○ 網終端装置の仕様についてはトラヒック傾向に応じた見直しを行う必要

があるとし、また基本的部分を接続約款に規定するという報告案の考え方に

賛同いたします。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ 総務省殿は、本年秋に予定しているフォローアップにおいてもNTT東西殿

と接続事業者の間の協議状況及び進捗状況をチェックし、仮に協議が難航し

ているようであれば、円滑に進むような措置を講じることが適当と考えま

す。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

また、NTT東西殿が4月12日の第2回ヒアリングでも述べたとおり、ユーザ

あたりトラヒックが急激に増加している中、そもそも、増設の基準をセッシ

ョン数としているのが現状にそぐわないため、増設の基準をトラヒックへと

変更すべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

○ 網終端装置の輻輳は、お客様の体感速度やサービス品質に重要な影響を与

えることから、公正な競争環境を確保すべく、網終端装置の増設の考え方、

手続、提供メニュー・増設基準等については、ISP事業者と十分協議（団体交

渉を含む）できるようにすると共に、その基本的部分を接続約款に規定し、

公平性や透明性を確保することが必要である、との報告書（案）に賛同いた

します。 

今後、時代の流れに見合った提供メニュー・増設基準等を検討するにあた

っては、報告書（案）の主な意見に記載のある通り、 

 ・増設基準をセッション数からトラヒックベースに見直す要望 

 ・増設基準（セッション数）の上限値が更に小さい網終端装置の要望 

 ・1Gbps以上の網終端装置の新設の要望 

 ・網終端装置を自由に増設できる接続約款メニューの要望 

といったISP事業者からの要望を考慮して検討する必要があると考えます。 

また、接続約款に規定する網終端装置の増設の考え方、手続、提供メニュ

ー・増設基準等については、ISP事業者と十分な協議を行い、その内容の妥

当性・適正性等が確保されていることが必要であり、必要に応じて、本研究

会でフォローアップ等を行う必要があると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 網終端装置の増設基準については、インターネット利用状況を鑑みた柔軟

な対応をしていただくことが望ましいと考えます。 

例えば、網終端装置を自由に増設できる接続約款メニューについては、事

業者の過度の負担にならぬよう、検討していただくことを要望します。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ） 

意見３－７ 今後も、網終端装置の新たな接続メニューを提供する場合には、

ホームページにおいて情報開示していくことで、情報開示の公平性や透明性

を確保していく。 

網終端装置の接続メニューについて、今後は、増設に係る費用（網終端装

置本体に係るものを含む。）を接続事業者に個別に負担いただくことを前提

に、接続事業者が自由に増設できる接続メニューを設定する方向で検討を進

める。 

考え方３－７  

○ 当社は網終端装置の提供メニューについて、これまで新たな接続メニュー

を提供する場合には、その都度、接続事業者向けホームページに具体的な提

供条件等を掲載するとともに、当該ホームページの情報に更新があった旨を

全協定事業者に対してメール周知する等、情報開示の公平性や透明性に配意

した対応を行ってまいりました。 

さらに、当社は、周知内容が十分に認知されていなかった実態があったと

いう指摘を踏まえ、6月26日に、網終端装置に係る増設基準や費用負担額を

含めた情報を一覧表形式で開示するとともに、一覧表から過去の周知資料が

検索できるようにする等の対応を行いました。当社としては、今後も当該ホ

ームページにおける情報開示内容の充実を図っていく考えです。 

また、当社としては、今後も、網終端装置の新たな接続メニューを提供す

○ 接続事業者への情報提供について、本研究会

での議論を踏まえ、NTT東日本・西日本において

自主的に改善が行われてきていることを評価

する。引き続き、接続事業者に対する適切な情

報提供の確保のための取組みが進められるこ

とを期待。 

○ 網終端装置の増設に関する検討状況につい

ては、本研究会でも注視していく。 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

る場合には、当該ホームページにおいて情報開示していくことで、情報開示

の公平性や透明性を確保していく考えですので、接続事業者においても当該

ホームページを確実に閲覧いただくようお願いします。 

なお、当社は、網終端装置の接続メニューについて、大容量化や増設基準

のセッション数の柔軟化等、メニューの多様化を図ってきたところですが、

今後は、増設に係る費用（網終端装置本体に係るものを含む。）を接続事業

者に個別に負担いただくことを前提に、接続事業者が自由に増設できる接続

メニューを設定する方向で検討を進めています。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 
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第４章 ＮＧＮのネットワーク管理 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見４－１ ＮＧＮのネットワーク管理について 考え方４－１  

○ 当社が優先転送機能の利用に係るネットワーク管理方針を定めるにあた

っては、様々な通信サービスをお客様に安定的に提供する等の観点から、当

社のサービス提供や設備保守運用に係るポリシーを踏まえたものとする必

要があります。 

具体的には、通信帯域や収容ルータの処理能力といったネットワークリソ

ースの範囲内での利用とする必要があることから、以下のような条件を設定

する必要があります。 

① 受付制御を行わない優先パケットが増えた場合、他のサービスや他の

お客様の通信帯域が不足するため、優先転送機能の利用にあたっては

回線数や上限帯域等に一定の条件が必要 

② 収容ルータへの優先パケット識別の設定数が増えた場合、収容ルータ

に関する通信障害からの回復時間が長時間化するため、優先転送機能

の利用にあたっては当該設定数等に一定の条件が必要 

今後、当社において、円滑なネットワーク管理・設備保守運用を意識しつ

つ、優先転送機能の利用に係るネットワーク管理方針について、具体的に検

討していく考えです。 

なお、ネットワーク管理方針については、ユーザやトラヒックの増加、技

術の発展、ネットワークの高度化等に合わせて、当社の判断により、ユーザ

利便向上の観点から柔軟かつ機動的に見直していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ NGNにおける通信の疎通、サービスの提供の

安定性確保のため、NTT東日本・西日本によるネ

ットワーク管理は確実に行われる必要がある

が、同時に、これが公平で透明に行われる必要

があるため、本報告書では、総務省がその基本

的な原則を示した上で、それに則した形で、NTT

東日本・西日本がネットワーク管理方針を接続

約款に規定することとし、その際に、関係者に

意見表明の機会を与えることを提言している。

ここでは、認可申請のプロセスがあるので、そ

の中で、このネットワーク管理方針の考え方

が、申請者において十分に説明される必要があ

る。 

○ これにより、ネットワーク管理方針の策定・

変更について、手続的な担保は得られることと

なるが、意見で指摘されているように、その運

用についても適正性や予見可能性が担保され

る必要がある。これについては、運用状況につ

いて、総務省が報告を受けることとし、また、

関係者からの意見表明の機会が与えられるよ

うにすること等が考えられるが、その詳細は、

無 

 

○ 本報告書案に賛同します。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

NGNにはそのネットワーク容量が存在することからそのネットワーク資源

の有効かつ効率的な利用を目的とした管理が行われることについては理解

します。しかしながら、ネットワークの管理において特定の者（NTT東西殿

利用部門含む）を優遇することや、利用の形態によって接続の可否やネット

ワーク設備の増設等を決めることがあってはならないことから、これらNTT

東西殿の恣意性を排除する仕組みが必要です。 

これらの担保においては、報告書で述べられている通り、接続事業者が検

証可能なように根拠を明らかにした上での管理基準の策定・公開とともに、

プロセスの透明化が求められます。今後、公平で実効性のある基準が総務省

殿の中で議論されることを要望します。 

また、これまでもNTT東西殿は自らのユーザニーズに応じて設備増強を行

ってきており、その一部コストは接続料によって回収されています。そのこ

とから接続事業者の新たなニーズについても、これが排除されず、NTT東西

殿利用部門と同様に公平且つ適切な設備増強が行われることが必要です。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

実際のネットワーク管理方針の内容が見えて

きた段階で決めていく必要がある。 

○ したがって、ネットワーク管理方針の運用に

関するフォローアップについて、総務省におい

て、時宜を失することなく検討していくことを

当研究会としては求めることとする。 

 

○ 研究会の考え方に賛同します。 

（日本ネットワークイネイブラー） 

○ 報告書案に賛同します。 

優先パケットの利用可否がNTT東西殿の裁量に委ねられることで、接続事

業者の優先パケット利用が妨げられ、同等性が確保されないことのないよう

にする必要があると考えます。 

（ソフトバンク） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ インターネット接続サービスのようなオープンなサービスを含め、特定の

コンテンツ、アプリケーション、サービス等を伝送品質の面で優遇すること

による不当な差別的取扱いが行われることがないよう、NTT東・西において

適切なネットワーク管理方針を定め、これを公表する必要があり、この方針

については、関係事業者等に意見表明の機会を与え、また、量的規制の根拠

の透明性を含めた方針の適正性と実効性を担保する手続が必要である、との

報告書（案）に賛同いたします。 

（ＫＤＤＩ） 

○ ネットワーク管理の公平性、適正性を確保するため、NTT東・西は次の原

則の下でネットワーク管理方針を接続約款に規定することとするのが適当

であり、総務省においてはこれを制度的に担保する必要がある、との報告書

（案）に賛同いたします。 

 ・ NTT東西の利用部門と接続事業者の同等性の確保 

 ・ 接続事業者間の同等性の確保 

 ・ 利用者間、競合するコンテンツ・アプリケーション・サービス等の間で

不当な差別的取扱いを行うものではないこと 

 ・ 通信の秘密を遵守すること 

（ＫＤＤＩ） 

○ 「第4章 NGNのネットワーク管理」に記載されている考え方（p.37以降）

については妥当であり、基本的なアプローチについては大いに賛同します。 

ただし、実際の運用においては「ネットワーク管理方針」の具体的な解釈

がケース毎に十分統一されない可能性があり、その場合、ネットワーク運営

面および利用面においての不確実が増す虞があります。管理方針を詳細に記
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意見 考え方 
修正の 

有無 

述するという対処も考えられますが、その場合、技術進歩やサービス開発の

速度を考えると、管理方針の頻繁な見直しが不可欠となり、市場参加者が直

面する不確実性は別の形で残存します。 

NGNはわが国におけるOTTサービスの展開において不可欠なインフラであ

ることを考慮すると、そういった不確実性が、とりわけ「利用者間、競合す

るコンテンツ・アプリケーション・サービス等の間で不当な差別的 取扱い

を行うものではないこと」に関する不確実性がOTT事業者の投資や研究開発

に対する意欲にマイナスの影響を及ぼさないように十分に配慮しておく必

要があります。 

その観点からは、NGNのネットワーク管理方針自体の透明性に加えて、そ

れを総務省が評価するプロセス自体の透明性を確保し、市場参加者にとって

の予見可能性を改善する方策を組み込んでおくことが望ましいと考えます。

そのため、「総務省においてこれを制度的に担保」（p.38）するシステムに

おいて、単なるパブコメを超え、最終消費者やOTT事業者を含むマルチステ

ークホルダーの関与を許容し、市場環境の不確実性を減少させる要素を加味

することを検討する余地があると思います。 

（個人） 

意見４－２ ＮＴＴ東日本・西日本の管理部門が接続事業者から優先パケット

の利用に関し情報を求める範囲は、適切なネットワーク管理を行うために必

要な範囲に限られるべきであり、その範囲の考え方及び当該情報を求める手

続についても接続約款に規定し、ＮＴＴ東日本・西日本の管理部門と利用部

門との間で情報遮断が必要。 

考え方４－２  
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ NTT東西の管理部門が接続事業者から優先パケットの利用に関し情報を求

める範囲は、適切なネットワーク管理を行うために必要な範囲に限られるべ

きであり、その範囲の考え方及び当該情報を求める手続についても接続約款

に規定し、NTT東・西の管理部門と利用部門との間で情報遮断が必要、との

報告書（案）に賛同いたします。 

（ＫＤＤＩ） 

○ NTT東日本・西日本がネットワーク管理の必

要から接続事業者から情報を求める考え方や

手続については、本報告書で述べたとおり、接

続約款の制度の中でその適正性を担保してい

く必要がある。また、情報管理の厳正性の確保

も重要であり、これについて、総務省よりNTT東

日本・西日本に求めることとされたい。 

 

無 

 

○ 一次報告書（案）に賛同します。 

また、従来のPSTN網でNTT東日本・西日本が相互接続に関連し知り得た情

報を接続の業務の用に供する目的以外に利用しないよう、NTT東日本・西日

本の管理部門と利用部門との間で情報遮断を講じられているものについて

は、今後の音声サービスのIP-IP接続においても引き続き情報遮断を講ずる

必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション） 

意見４－３ 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能

が、利用促進され広く活用されるように、スモールスタートの事業者にとっ

ても、利用しやすい制度と料金で提供されるようなスキームの検討、調整・

整備が必要。 

考え方４－３  

○ 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能がアンバ

ンドルされ、データ通信でも活用できるようになることは歓迎します。 

本機能が、利用促進され広く活用されるように、スモールスタートの事業

者にとっても、利用しやすい制度と料金で提供されるようなスキームの検

討、調整・整備が必要と考えます。たとえば接続料についても、予測需要に

応じて負担額を決めて後で精算するのではなく、月ごとの実績に応じて支払

○ 優先パケットルーティング伝送機能につい

ては、本報告書では、中継系ルータ交換伝送機

能への拡大を提言しているところだが、これを

含めたNGNの新機能や優先パケット識別機能に

ついては、接続事業者の利用の便も考慮しつ

つ、可能な範囲で支払いやすい方法が検討され

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

う方式なども検討してほしい。 

（テレコムサービス協会） 

る必要がある。 
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第５章 加入光ファイバの接続料の算定方法 

１．加入光ファイバの耐用年数 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見５－１ 加入光ファイバの耐用年数について 考え方５－１  

○ 耐用年数の見直しは、財務会計の適正化の観点から行うものであり、接続

料の低廉化を目的として実施すべきものではないと考えます。 

その上で、平成29年2月末に公表したとおり、光ファイバケーブルの耐用

年数については、固定資産データを用いた撤去法等による推計のみならず、

日本公認会計士協会の監査・保証実務委員会実務指針※に基づき、「材質・構

造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化

の危険の程度」の観点からも検証を行った結果、当社として現時点で直ちに

見直しが必要な状況には至っていないと判断しました。 

しかしながら、現行の経済的耐用年数が、今後、例えば光ファイバケーブ

ルの固定資産データを用いた撤去法による耐用年数の推計結果の範囲内に

収まらなくなった場合等には、光ファイバケーブルに関する市場環境や陳腐

化リスク、使用実態等の変化を踏まえた検証等を行った上で、適時適切に見

直しを実施する考えです。 

 

※監査・保証実務委員会実務指針第81号「減価償却に関する当面の監査上の取扱い」（平成24年2月14日） 

３．耐用年数の決定とその変更 

～中略～ 

12．耐用年数は、「資産」の単なる物理的使用可能期間ではなく、経済的使用可能予測期間に見合ったものでなけ

ればならない。 

13．耐用年数は、対象となる「資産」の材質・構造・用途等のほか、使用上の環境、技術の革新、経済事情の変化

による陳腐化の危険の程度、その他当該企業の特殊的条件も考慮して、各企業が自己の「資産」につき、経済的使

用可能予測期間を見積もって自主的に決定すべきである。同一条件（種類・材質・構造・用途・環境等が同一であ

ること）の「資産」について異なる耐用年数の適用は認められない 

○ 財務会計の適正化の観点からも接続会計の

適正化の観点からも、減価償却を厳正に捉える

上で、経済的耐用年数が採られている中では、

耐用年数を設備の利用実態を適正に反映させ

るよう、適時適切に見直していく必要があり、

これに早急に着手していく必要がある。 

○ 本報告書記載のとおり、検証に用いられた７

つの関数の個々についてこれを用いることの

妥当性、また、これらすべてを推計に用い、そ

のどれかの推計結果の範囲内に収まっていれ

ば耐用年数を見直す必要がないとすることの

妥当性のいずれについても、十分説明がなされ

ているとは言えないため、耐用年数の推計方法

の検討及び見直しに向けた対応の早期実施に

ついて、更に、本研究会において、NTT側より聴

取し、検討を行う。 

 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ NTT東西殿により示された「耐用年数の見直しは、財務会計の適正化の観

点から行うものであり、接続料の低廉化を目的として実施すべきでない」と

いう意見について、賛同いたします。 

なお、一般的に情報通信分野の変化は早く、将来に関する不確実性の高い

分野とも考えられることから、耐用年数の見直しの検討にあたっては、特に

以下の点に配慮し、慎重に進めていくことが重要と考えます。 

 FTTHサービスの需要に飽和傾向がみられること 

 超高速モバイルブロードバンドが急速に拡大している中、今後の更な

る無線技術の進展等により、FTTHサービスが陳腐化するリスクの有無

の判断が困難であること 

（ケイ・オプティコム） 

○ 報告書案に賛同します。加入光ファイバは、10年程度耐用年数が見直され

ておらず、直近の実績を用いた推計結果も確実に伸長していること及び会計

における継続性の原則の観点からすれば、NTT東西殿の「直ちに見直しが必

要な状況には至っていない」判断とはなり得ず、少なくとも2008年時の方法

で推計した結果を採用し、直ちに耐用年数を見直すことが自然であると考え

ます。 

 NTT東西殿は現行の耐用年数が7つの関数を用いた推計結果の幅に収まっ

ていることから、耐用年数の見直しを見送っていますが、報告書にも示され

ている通り、「７つの関数の個々についてこれを用いることの妥当性、また、

これらすべてを推計に用い、そのどれかの推計結果の範囲内に収まっていれ

ば耐用年数を見直す必要がないとすることの妥当性のいずれについても、十
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意見 考え方 
修正の 

有無 

分説明がなされているとは言えない」ため、NTT東西殿におかれましては、

透明性に配慮し、検証に用いたデータ及び推計方法の妥当性を可能な限り事

業者にも提示しながら推計方法の妥当性についてご説明いただいた上で、適

正な耐用年数の設定について検討を進めていくことが望ましく、本年秋に予

定しているフォローアップにて耐用年数の早期見直しを実現すべきです。 

 また、光ファイバの耐用年数は今後も実績が積み重なっていくほど伸びて

いくことが想定されるため、将来原価接続料算定のタイミング等、定期的に

短い期間で耐用年数の見直しを実施する必要があると考えます。 

（ソフトバンク） 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

光ファイバはメタル回線と比較して新しい回線であり、耐久性に優れ、今

後の利用を促進していく必要がある設備であることから、これらの設備の料

金は可能な限り短い間隔で更新されるべきものと考えます。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 加入光ファイバの耐用年数の見直しについて、NTT東・西は、現行の経済

的耐用年数が、７つの関数を用いた推計結果の範囲内に収まっていること等

から「直ちに耐用年数の見直しが必要な状況に至っていない」としているが、

7つの関数の個々についてこれを用いることの妥当性、また、これら全てを

推計に用い、そのどれかの推計結果の範囲内に収まっていれば耐用年数を見

直す必要がないとすることの妥当性のいずれについても、十分説明がなされ

ていないので、本研究会にて経済的耐用年数の推計方法について検討を行

い、耐用年数の見直しに向けた対応を早期に実施する必要がある、との報告

書（案）に賛同いたします。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

加入光ファイバの耐用年数については、平成20年度（2008）に現行の耐用

年数に見直してから既に10年近くが経過しており、NTT東・西の検証結果（光

ファイバケーブルの経済的耐用年数の見直しに係る検討結果（平成29年2月

28日））によれば、2008年度の見直し時と同じ確率分布関数の平均値による

推計結果では、架空19.3年、地下26.4年に延びており、撤去法による推計結

果においても、経済的耐用年数は毎年確実に伸長していることから、早期の

見直しが必要です。 

また、早期見直しを実施した後については、報告書（案）の記載の通り、

経済的耐用年数は可能な限り最新のデータに基づき更新することが望まし

いことから、接続料申請毎（将来原価方式での接続料算定期間における接続

料の変更認可申請を除く）又は定期的な間隔で見直しを実施することが必要

だと考えます。 

なお、接続料申請毎又は定期的な間隔で見直す場合は、見直しの間隔が大

凡3～5年毎になることから、NTT東・西の調査で過度な負担が生じることは

ないものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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第５章 加入光ファイバの接続料の算定方法 

２．分岐端末回線の費用 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見５－２ 利用者解約後に回線撤去する場合の課題について 考え方５－２  

○ 利用者解約後の分岐端末回線の撤去について、ＫＤＤＩ殿から「接続事業

者は、回線撤去したくても、利用者解約後の元のＫＤＤＩ殿の利用者に連絡

を取ることが難しい」として、設備設置事業者である当社から元の利用者に

連絡を取り、回線撤去できる手続を設定するよう要望されています。 

しかしながら、当社が保有している情報は、設備管理のための回線設置場

所住所情報のみであり、しかも、当該情報は申込受付システムにてＫＤＤＩ

殿も把握可能です。 

したがって、当社であるかＫＤＤＩ殿であるかに関わらず、回線撤去を行

うためには、設置場所住所を訪問すること等により、お客様に回線撤去の確

認を行う必要があります。 

以上のとおり、当社が対応できることは、ＫＤＤＩ殿においても対応いた

だくことが可能であることに加えて、当該お客様はＫＤＤＩ殿のサービスの

利用者であったことを踏まえると、当該お客様への対応は、ＫＤＤＩ殿が実

施された方がお客様も自然に受け止められるものであると考えます。 

しかしながら、当社としては、ＫＤＤＩ殿の要望を踏まえ、お客様への確

認等に要する費用をビジネスベースで適切に負担いただけることを前提に、

当社がお客様への確認を行うことについて協議を進めているところです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ 利用者解約後の分岐端末回線の撤去につい

ては、本報告書で述べたとおり、総務省におい

てNTT東日本・西日本より報告を受け、その検証

を行うこととするのが適当である。 

無 

○ 利用者解約後の分岐端末回線の接続料負担について、接続事業者が利用者

解約時に回線撤去をNTT東・西へ申し出なかった場合、利用者解約後も接続
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意見 考え方 
修正の 

有無 

料の支払いが必ず求められるという現況は、その後の接続事業者の回線撤去

要望に応じて改善することが必要である、との報告書（案）に賛同いたしま

す。 

現在、当社は、NTT東・西と利用者解約後の回線撤去について、接続事業者

の依頼をもとに設備設置事業者であるNTT東・西から利用者に連絡を取り、

回線撤去できる手続を設定するよう協議を行っておりますが、報告書（案）

の考え方である「利用者解約後も接続料の支払いが必ず求められるという現

況は、その後の接続事業者の回線撤去要望に応じて改善することが必要であ

る」との考え方に基づき、次の２点について実現できるよう、今後もNTT東・

西と協議を行っていく考えです。 

 ・当該手続については、接続約款に基づく手続とすること。 

 ・利用者と連絡がつかない、利用者が回線撤去を拒否する等により、当該

手続をもってしても回線撤去に至らない場合、接続事業者が接続料の支

払いを止める手立てがなくなることから、何らかの手段により接続料を

止める手立て（回線撤去の代替措置）を設けること。 

（ＫＤＤＩ） 

意見５－３ 分岐端末回線の接続料については、分岐端末回線の償却済み比率

を算定に反映する考え方を基本とし、ＮＴＴ東日本・西日本に対応を求める

こととするのが適当。 

考え方５－３  

○ 分岐端末回線の接続料は、現行の算定上、償却状況の反映がなく、耐用年

数（15年）経過後も減価償却相当の費用を負担し続けることになる一方、途

中で回線撤去した場合は、解約時の一括精算で未償却残高を負担すればよ

く、分岐端末回線を現用・残置した場合と撤去した場合において、分岐端末

○ 耐用年数経過後のものも含む分岐端末回線

の接続料については、本報告書で述べたとお

り、費用低減分を各回線の接続料に平均的に反

映させるよう対応されることが適当である。 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

回線の減価償却費相当の費用負担の差が生じる状況となっております。 

この状況を改善するため、分岐端末回線の償却済み比率を算定に反映する

考え方を基本とし、NTT東・西に対応を求めることとするのが適当、との報

告書（案）に賛同いたします。 

（ＫＤＤＩ） 
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第６章 報酬額の算定方法 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見６－１ 「投資その他の資産」の圧縮方法について 考え方６－１  

○ 自己資本は、「投資その他の資産」の取得ではなく、当社事業の根幹とな

る「電気通信事業固定資産」の取得に優先的に用いることが合理的であるこ

とから、自己資本を電気通信事業固定資産の取得のための資本として見込む

現行の算定方法は適正であると考えますが、確かに、繰延税金資産について

は、税効果会計において繰延税金資産を計上することで自己資本が同額増加

することから、当社は、次年度以降に適用する接続料算定上のレートベース

に対応する資本構成比の算定において、繰延税金資産を自己資本から圧縮し

ていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ 本報告書で提言した「繰延税金資産」の自己

資本からの圧縮は、速やかに対応する必要があ

る。したがって、平成30年度からの接続料算定

において、これを行うことが適当である。 

無 

 

○ 「繰延税金資産」については、税効果会計の適用により「繰延税金資産」

を計上することによって、自己資本比率が上昇することになることから、「繰

延税金資産」は自己資本から圧縮することが適当であり、現行採られている

方法を見直す必要がある、との報告書（案）に賛同いたします。 

なお、「繰延税金資産」は「投資その他資産」以外に「流動資産」にも含

まれており、税効果会計の適用により、同様に純資産（自己資本）が増加し

ていることから、固定資産（投資その他資産）、流動資産を問わず、「繰延

税金資産」は全て自己資本から圧縮することが必要です。 

また、当該見直しについては、平成29年秋実施となっていることから、今

年度認可申請となる平成30年度接続料の算定から速やかに実施することが

必要だと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 報告書案に賛同します。 

KDDI殿ご提案の通り、繰延税金資産が発生する実態に即して、他人資本で

はなく自己資本から圧縮処理することは適切と考えます。 

また、この見直しについては、2017年度末の接続料申請時に適用し、2018

年度接続料から反映すべきです。 

（ソフトバンク） 

意見６－２ 未利用芯線をレートベースから除くことの是非について 考え方６－２  

○ 光ファイバケーブルの未利用芯線は、新規ユーザへのサービス提供開始の

迅速化や、道路工事等による電柱・光ケーブル移設工事や大規模災害発生時

に迂回ルートを構築するために日々活用されているものであり、設備設置事

業者が迅速・柔軟かつ高品質なサービスを提供・維持するために不可欠な資

産です。 

また、光ファイバケーブルの設備コストそれ自体よりも空芯不足により追

い張りが発生した場合の工事費の方が高額であることから、能率的な経営を

目指す設備設置事業者は芯線利用率の向上のみを目指すのではなく、工事費

を含めた設備構築・運用コスト全体の抑制を目指して設備を構築することに

なります。 

そのため、本研究会において示された「未利用芯線をレートベースから除

くことは困難」という考えに賛同いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

○ アクセス回線について、現状は未利用であっ

ても、利用者や接続事業者からの請求により提

供が見込まれるものは、レートベースから除く

のは困難と考えられるところ、その見込みがな

いものを同定する考え方について、提案があれ

ば、それに応じ、本研究会で検討することとし

たい。 

 

無 

○ 加入光ファイバの接続料に係る芯線利用率は40%程度（保守用とNTT東西殿

が言われている分を除く）、メタル接続料に係る芯線利用率は25%程度とどち

らも半分に満たず、効率的な資産運用が出来ているとは考えづらい状況にお
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意見 考え方 
修正の 

有無 

いて、これらを全て接続料のレートベースとして考慮することは、設備の非

効率化を促し、過剰投資を誘発することになると懸念しています。 

加入光ファイバは複数芯線を収容するケーブル単位で敷設されること、ま

たケーブル種別は数種類に限定されていることから、NTT東西殿によれば理

論上の効率的な利用率は70.2％（2015年3月18日 第23回 情報通信審議会 

電気通信事業政策部会 接続政策委員会でのNTT東西殿資料より引用）となっ

ていますが、現状の平均芯線利用率から見ても、敷設後何年も収容率が著し

く低いまま運用されているケーブルが多数存在するものと想定されます。 

 一芯でも利用されている場合は物理的にケーブル撤去することが出来な

いため、接続料原価に設備コストを全額含めることには異論はありません

が、資本コストにおいては算定期間内に利用見込みのない芯線（保守用除く）

に相当する資産を適切に見積もった上でレートベースから除くことは、接続

料の適正性の観点からも妥当であると考えます。 

 電気通信業界に限らず、一般的に報酬算定に用いられるレートベースはそ

の事業の用に供される資産に限定されるべきと考えられています。例えば、

電力事業においては、長期未稼働の火力発電所や福島第一原発といった、料

金算定の該当期間中に稼働が見込まれない資産については、レートベースか

ら除かれており、また、稼働率が著しく低い電圧線については、それを過剰

投資とみなして、一部をレートベースから除外するケースも存在していま

す。 

 NTT東西殿におかれましては、ケーブルの利用実態を把握するために、例

えば以下の情報開示をしていただきたいと考えます。 

①利用芯線又は敷設芯線に対してどれだけの保守用芯線を確保している
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意見 考え方 
修正の 

有無 

か及びその管理方法 

②長期にわたり利用率が極端に低いケーブルの種別毎資産データ（例：敷

設から5年以上経過で利用率40％未満の1000芯ケーブル） 

③現在採用しているケーブル種別が調達面・工事費用面等でコストミニマ

ムであることの定量的な説明 

（ソフトバンク） 
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第７章 接続料と利用者料金との関係の検証 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見７－１ 価格圧搾への対応と接続料算定との関係について 考え方７－１  

○ 接続料は、第一種指定電気通信設備規制により貸し出しが義務付けられて

いる設備の適正な対価として、実際に要した設備コストを利用に応じて応分

にご負担いただくものであり、設備コストには、設備構築事業者が抱えてい

る投資リスクの対価（報酬等）も含まれています。 

そのため、価格圧搾のおそれがある場合の対処として、自己資本利益率を

調整し、接続料水準を抑制するような措置を採ることは、適正な設備コスト

の確保ができず、結果、投資インセンティブも削がれることになるため、当

社として、そのような措置を選択することは考えていません。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ 本報告書では、価格圧搾のおそれが生じない

ように、接続料と利用者料金の各々又は両者に

ついてどのような対処が必要となるかについ

て提案を行っている。このうち、接続料による

対処を選択する場合については、第一種指定電

気通信設備接続料規則等において、第一種指定

電気通信設備設置事業者において採り得る選

択肢につき明示することとしており、自己資本

利益率も、どのような場合にも上限値を採らな

いといけないとする理由もないため、ここに含

めている。仮にこれらが採られないことによっ

て価格圧搾のおそれが生じる場合には、総務省

によって接続料の適正化のための適切な措置

が講じられる必要がある。 

○ 営業費の基準値については、当面は利用者料

金の20％とするが、今般の意見等も参考としつ

つ、改めて検討を行う必要がある。 

無 

○ スタックテストの基準値を満たせなかった場合の選択肢を接続料規則等

に示すことに賛同します。予め接続料規則等に明示することにより、スタッ

クテストの運用における曖昧な部分が排除され、的確な運用を行えると考え

ます。 

また、営業費の基準値はNTT東西殿の「電気通信事業会計における電気通

信事業収益（電報収入を除く。）の対営業費（顧客営業、販売サポートのうち

特約店に支払う取次手数料、宣伝及び企画に係るものを除く。）比率」とさ

れておりますが、以下2点の理由により、営業費そのものを採用すべきと考

えます。 

① 新規サービス時に特に嵩む費用として、上記該当費用を除いている

が、基準値算定時には5年間の平均値を採用しており、平準化されて

いること 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

② 接続事業者は、設備を借り入れて接続料を払った上に、宣伝費等の営

業費用をかけることで他事業者と競争をして、売り上げをあげること

ができるため、「接続料水準が当該接続料を設定する事業者と接続事

業者との間に不当な競争を引き起こさないための検証」というスタッ

クテストの趣旨からも、特約店に支払う取次手数料、宣伝及び企画に

係るものを含めたうえで算定を行うことが適当と考えられること 

（ソフトバンク） 

○ 価格圧搾のおそれがある場合に、第一種指定電気通信設備設置事業者が接

続料を設定する上で取り得る選択肢、具体的には、接続料の原価及び利潤の

一部を複数年で回収する繰り延べや需要・費用等の予測値による将来原価に

よる算定や、上限規制の対象となっている自己資本利益率の調整等を行うこ

とができることを、接続料規則等において明示し、それらの選択肢によって

価格圧搾による競争阻害を排除するよう対処するか、利用者料金等の是正を

図る既存の事後措置により対処することとすべき、との報告書（案）に賛同

いたします。 

当該選択肢を接続料規則等において明示することによって、スタックテス

トの結果、不当な競争を引き起こすおそれがあるとなった場合に、具体的に

どのような方法で接続料の是正がなされるかが明確になると考えます。 

また、営業費の基準値20％について、その根拠となるデータが10年以上前

のもの（2001～2005年度平均値）となっていることもあり、接続会計におい

て除かれている費用の範囲の考え方との異同について検証し、最新のデータ

に基づいて、改めて営業費の基準値について検討を行うことは有効であると

考えます。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ただし、検討にあたっては、光コラボレーションモデル開始後（2015年2

月以降）はNTT東・西の営業体制が小売から卸売に変化しており、営業費の

構成も変化している可能性があることから、例えば、参照する直近5ヶ年の

データを2009年度～2013年度にする等、その変化について考慮が必要である

ものの、引き続き、「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）

の運用に関するガイドライン」に基づいて、接続料と利用者料金との関係の

適正性について検証していくことが重要であると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

意見７－２ 検証対象の画定について 考え方７－２  

○【検証対象となるサービス】 

「接続料の水準が、接続事業者との間に不当な競争を引き起こさないもの

であることを検証する」というスタックテストの目的に照らせば、「他サー

ビスへの需要のシフト等によって需要が大幅に減少し、競争が実質的に停滞

しているようなサービス」や「そのサービスが社会から求められてきた役割

等に鑑み、利用者料金を低く抑えることが歴史的にも求められてきたような

サービス」、具体的には、固定電話、フレッツＡＤＳＬ、フレッツＩＳＤＮは

スタックテストの検証対象から除外していただきたいと考えます。 

特に、他事業者は無線を用いた固定電話の代替サービス（ＫＤＤＩ殿「ホ

ームプラス電話」、ソフトバンク殿「おうちのでんわ」）への移行を進めるこ

とが現に可能となっていること等を踏まえると、固定電話を検証対象から除

外する環境は既に整っていると考えます。 

そのため、仮に上述のサービスがスタックテストの検証対象から直ちに除

外されず、スタックテストの基準を満たさない事例が生じたとしても、事業

○ 本報告書で述べたとおり、本報告書で提案す

る接続料と利用者料金との関係の検証は、この

両者の関係により、不当な競争が生じることを

回避するために行うものであり、現行のスタッ

クテストのように第一種指定電気通信設備に

係る接続料の検証に目的を限定したものでは

ない。そういった見地から、検証対象は適切に

決められる必要があるところ、本報告書で述べ

た考え方に照らし、加入電話やフレッツADSLを

現時点で検証対象外とすることは不適当と考

えられる。 

○ すなわち、固定電話については、現時点では、

約2,100万契約（平成29年３月末、NTT東西加入

電話）が存在し、他事業者による固定電話サー

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

者間の競争が阻害されるものではないと考えます。 

【検証対象となる接続料】 

スタックテストが第一種指定電気通信設備に係る接続料を検証すること

が目的であることを踏まえると、第一種指定電気通信設備以外の電気通信設

備に係る接続料を含めて検証することは適切でないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

ビスが実際に提供されているように、市場にお

いて需要が十分減退したとは言えない状況で

ある。また、利用者料金を低く抑えることが求

められてきたとして、そのことが、競争阻害的

な価格圧搾が求められてきたことになるわけ

ではない。また、ADSLサービスについても、現

時点では、約250万契約（平成29年３月末）が存

在し、競争事業者がこれを第一種指定電気通信

設備との接続により提供していることなどか

ら、需要が十分減退したとは言えず、かつ、競

争事業者にとって十分代替的な機能が別にあ

るとも言い難い。 

○ 報告書案に賛同します。また、メタルアクセス回線に関しては、仮に２年

後において利用が一層縮退するとしても、依然として一定のユーザ規模があ

り代替サービスが存在しない場合はユーザに与える影響も大きいため、検証

対象可否の検討においては以下の3要素を含んだ総合的な判断基準により決

定されるべきと考えます。 

競争環境：複数の事業者による競争が行われているか 

市場規模：市場に一定数のユーザが存在しているか 

代替性：料金・品質等で同等の代替サービスはあるか 

（ソフトバンク） 

○ 検証対象となる接続料については、第一種指定電気通信設備に係る振替接

続料を基本とし、利用者料金を設定するサービスにおいて第一種指定電気通

信設備以外の電気通信設備も使われている場合には、これに係る接続料もこ

れに含めることとすべき、との報告書（案）に賛同いたします。 

特に、PSTNマイグレーション後のメタルIP電話は、NTT東・西が県間通話

も含めて提供することを表明しており、仮に活用業務を用いて当該通話を提

供する場合でも、当該措置が講じられることで、NTT東・西が設定する利用

者料金の水準と接続料水準が適正であるかの検証が行われ、競争事業者にと
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意見 考え方 
修正の 

有無 

っての公正競争条件が確保されるものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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第８章 コロケーション及びその代替措置 

１．コロケーションが第一種指定電気通信設備設置事業者の所有でない建物で行われる場合の情報等の開示 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見８－１ コロケーションが第一種指定電気通信設備設置事業者の所有で

ない建物で行われる場合の情報等の開示について 

考え方８－１  

○ 当社は、今後、ＮＴＴコミュニケーションズ殿が所有するビルにおいて、

当社が第一種指定電気通信設備を設置するために、当社が賃借しているスペ

ースの空き、当社が設置している電力設備（整流器）の空き及び当該電力設

備の容量追加の可否に係る情報開示を行っていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ コロケーション確保の重要性に鑑み、そのた

めに必要な情報開示は可能な限り行われてい

く必要がある。 

○ NTT東日本・西日本は、今回の意見募集の中

で、NTTコミュニケーションズが所有している

ビルにおいて賃借しているスペースや電力設

備の空き等に係る情報開示を行うと示してい

るところであり、NTT東日本・西日本の取組を注

視していく必要がある。なお、総務省からのNTT

東日本・西日本への依頼においては、情報の定

期的な更新についても検討するよう求めるこ

とが適当と考える。 

無 

 

○ 報告書案に賛同します。 

NTT東西殿がNTTコミュニケーションズ株式会社殿からコロケーションリ

ソースを賃借しているビルは、数こそ少ないものの都心部に位置するビルが

多く、ネットワーク計画において主要な拠点となることが少なくありませ

ん。 

NTT東西殿より「電力設備の空き状況を開示することは困難」とのコメン

トがありますが、コロケーションに関しては、スペースがあっても電力がな

いと提供できないことから、NTT東西殿はスペースだけではなく、空き電力

容量に関しても何らかの方法で開示することを検討する必要があります。 

（ソフトバンク） 

○ 接続事業者がNTT東・西の第一種指定電気通信設備と接続する場合、NTT東・

西等の局舎、管路、とう道等に自らの設備を設置（コロケーション）するこ

とが不可欠であるため、電気通信事業法施行規則等により、コロケーション

の空きスペースに関する情報開示・調査申込手続、調査申込から回答までの



61 
 

意見 考え方 
修正の 

有無 

標準的期間、コロケーション設備の工事費・保守費等を接続約款に規定する

等、接続を円滑に行うための厳格な措置が取られております。 

このように、コロケーションが第一種指定電気通信設備との円滑な接続を

行うために不可欠であることを踏まえれば、義務的コロケーションに係わる

情報開示については、NTTコミュニケーションズ所有のビルにおいて提供さ

れる場合であっても、可能な限り情報の開示が行われる必要がある、との報

告書（案）に賛同いたします。 

スペースについては、NTT東・西が自ら表明した通り、NTTコミュニケーシ

ョンズから一定のスペースを賃借しており、NTT東・西でスペースの管理が

可能なことから、NTT東・西ビル同等に運用し、電力設備については、NTTコ

ミュニケーションズに確認しないとNTT東・西も把握できませんが、定期的

（四半期毎等）に確認して情報を取得し、接続事業者向けのホームページで

情報開示することが必要であると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

○ NTT東西殿がNTTコミュニケーションズ殿から賃借しているビルについて

も、可能な限り情報開示していただけることを希望します。 

その際は、コロケーションスペースの空き情報等だけでなく、受発電設備

の空き情報等についても、局舎開示情報と同様に接続事業者に対して開示し

ていただきたいと考えます。 

弊社としても、NTT東西殿における改善策を注視し、その検討を総務省か

らNTT東西殿に依頼することとするのが適当との意見に賛同いたします。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ） 
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第８章 コロケーション及びその代替措置 

２．コロケーションリソースの配分上限量の緩和 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見８－２ コロケーションリソースの配分上限量の緩和について 考え方８－２  

○ 当社として「コロケーションリソースの配分上限量」に係るルールについ

ては、有限なコロケーションリソースを可能な限り多くの事業者に公平に利

用いただけるよう設定されたルールであると考えており、その規定趣旨につ

いては引き続き維持されるべきと考えます。 

ソフトバンク殿より要望いただいた、「コロケーションリソースの配分上

限量」に係るルールの見直しについては、5月22日、当社より各事業者に意

見照会を実施し、13の事業者から意見をいただきましたので、それらを踏ま

えて、当社において具体的な見直し内容について検討していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ 配分上限量の緩和条件の検討については、コ

ロケーションの効率的な確保と共に、有限なリ

ソースを公平に利用するという観点から、一部

の事業者にとって不当に差別的な条件となら

ないよう、関係事業者の意見を踏まえたNTT東

日本・西日本における検討の状況を注視してい

く必要がある。 

○ 配分上限量の引き上げについて、設備更改の

ために一時的に二重設備が必要な場合の緩和

を含め、設備更改後のリソースの返却等のリソ

ース浪費を防ぐための措置と併せ、総務省から

NTT東日本・西日本に対して検討が依頼される

ことが適当と考えられる。 

○ いわゆる「Ｃランクビル」における情報開示

については、総務省からNTT東日本・西日本に対

して検討が依頼されることが適当と考えられ

る。 

 

無 

○ コロケーション借用ルールの緩和については賛成いたします。 

但し、緩和条件を検討する際には一部事業者のみが有利になる事が無いよ

う慎重な検討をお願い致します。 

（アルテリア・ネットワークス） 

○ 報告書案に賛同します。 

現在、NTT東西殿の接続約款において、コロケーションに係るスペース、

MDF端子及び電力に関して、管理基準値及び配分上限量が設定されています。

この配分上限量に関しては、事業者それぞれのネットワーク規模、ユーザ数

等の違いに関わらず事業者一律の設定になっていることに加え、リソースの

空きのランクが異なっていても同じ上限量が設定されていますが、少なくと

も B ランク(空きスペースの場合で6架～18架未満)での配分上限量につい
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ては、2架から4架程度まで引き上げても問題ないと考えます。 

また、今後、保守満了による設備の更改が増えていくと予想される中で、

配分上限量の設定は、お客様への影響の少ない円滑な移行に支障をきたす可

能性があると考えます。つきましては、保守満了に伴う設備更改等の止むを

得ない場合は、設備の返却期限を設ける等の条件付きで、その配分上限量を

撤廃することが適当と考えます。 

（ソフトバンク） 

○ コロケーションリソースの空きスペース及び空き電力容量が管理基準値

以下（スペースは18架未満:Bランク以下、電力容量は72kVA未満:Bランク以

下）となった場合、一度の申込みから工事完了までの間に割当てる配分上限

量（スペースは2架を上限、電力容量は8kVAを上限）の緩和について、関係事

業者の意見も集約していく必要があるため、平成13年（2001）における措置

と同様に、総務省よりNTT東・西に対し、効率的にコロケーションが確保さ

れるよう、対処・検討をしていくことが適当、との報告書（案）に賛同いた

します。 

なお、今後の対処・検討にあたり、有限なリソースを全ての接続事業者が

効率的に利用でき、かつ、公平な条件で配分上限量を緩和していく方向で検

討していくことが必要だと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

○ 設備更改後のリソースの返却等を条件に、一時的にリソースの配分上限量

の緩和を求めるとの意見について、賛同いたします。 

ただし、設備更改による新たなコロケーションスペースを申請する際は、

配分上限量に係るルールを適用しませんが、更改完了後に返却されるリソー
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ス量を上限にする、および、更改完了後の設備撤去やリソース返却に関する

条件について申請後およそ1年間等といった期限を設ける等、一定の制限を

設けるべきと考えます。 

配分上限量自体の緩和に関しては、一度の申請に対するコロケーションス

ペース、および受発電設備の配分上限は、実際のリソースの空き状況に合わ

せた緩和を検討いただき、その際は、BランクビルとCランクビルとで異なる

配分上限を定める等の措置をしていただきたいと考えます。 

また、Cランクビルは、配分上限量（2架、8kVA）より少ないリソースしか

空きが無い状態であったとしても、配分上限量までの申込みが一度に行えて

しまいます。 

空きリソースの少ないCランクビルについては、何架、何kVAの空きリソー

スが残っている等、事業者がより正確で効率的な設備計画を行えるよう、情

報開示していただくことも要望いたします。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ） 
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第８章 コロケーション及びその代替措置 

３．コロケーションスペースの確保及びこれが実現しない場合の代替措置 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見８－３ コロケーションスペースの確保及びこれが実現しない場合の代

替措置について 

考え方８－３  

○ 当社は、様々な設備の更改等を行う際には、より効率的な設備構築を行う

よう努めており、結果、Ｄランクビル（空きスペースが無いビル）の数は、

平成29年6月末時点では東西計257ビル（平成29年2月末時点との比較では、

▲41ビル、▲14％）となっているところです。 

これまでも、当社の利用計画の見直しや不要な設備撤去等が確定し、コロ

ケーションスペースに空きが発生する見通しが立った場合には、速やかに空

きが発生する予定やその時期等について情報開示を行ってきており、今後と

も継続していく考えです。 

なお、コロケーションが技術的な理由又は空間の制約により実現しない場

合の代替措置については、今後も継続してＫＤＤＩ殿と協議を行い、具体的

な検討を行っていく考えですが、その検討にあたっては、事業者が設置した

装置が他の装置へ影響を及ぼした過去事例も踏まえつつ、事業者装置と当社

装置が同一架で混在した場合に互いに影響を及ぼさないようにするための

技術的な設置条件や運用条件等を整理していくことが必要になると考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ コロケーションスペースの確保については、

増床に加え民間建物を利用する等の可能性や、

いわゆる「Ｄランク」解消時期の見通しに関す

る情報の提示時期を前倒しすることの可能性

も含めて、総務省からNTT東日本・西日本に対し

て検討が依頼されることが適当である。 

○ コロケーション代替措置については、今後の

接続約款での措置を見据え、協議の状況及び

NTT東日本・西日本における検討の状況を注視

し、その早期の具体化を促していく必要があ

る。 

無 

○ 報告書案に賛同します。 

長期間に渡りDランクが解消出来ない局舎に関しては、本報告書案に記載

された「接続事業者のサービス提供に利用する機器をNTT東日本・西日本に
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意見 考え方 
修正の 

有無 

おいて設置、管理等を行う手続を接続約款に設けること」や、コロケーショ

ンスペースの増床、民間建物を利用する等、何らかの代替措置を講じる必要

があると考えます。また、併せてNTT東西殿はDランク解消時期の見通しにつ

いても前もって提示すべきです。 

（ソフトバンク） 

○ NTT東・西のコロケーションは、接続事業者が第一種指定電気通信設備と

接続してサービスを展開する上で不可欠であり、コロケーションが確保でき

ない場所について、スペースの効率的利用等により、その解消を図っていく

ことが必要であることから、コロケーションリソースの確保できない場所に

おけるリソースの増強見通しの透明化を図り、これに加え、それでもコロ

ケーションが技術的な理由又は空間の制約により実現しない場合の代替措

置の確保、具体的には、接続事業者のサービス提供に利用する機器をNTT東・

西において設置、管理等を行う手続を接続約款に設けて、コロケーションの

代替措置を確保する、との報告書（案）に賛同いたします。 

（ＫＤＤＩ） 
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第８章 コロケーション及びその代替措置 

４．コロケーション設備撤去後の費用負担 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見８－４ コロケーション設備撤去後の費用負担について 考え方８－４  

○ 現在、当社の通信用建物内に設置された事業者のコロケーション設備の撤

去にあたっては、「撤去工事に要する期間（撤去工事申込日から撤去工事完

了日まで）」と「新設工事の準備に要する期間（相互接続点調査回答によっ

てコロケーションリソース等の保留を開始する日から工事着手日まで）」を

合算した期間の平均的な期間を「コロケーションリソース等の転用に要する

期間」として設定し、撤去工事申込日から一律6ヶ月分のコロケーションリ

ソース等の利用料金を、設備を撤去する事業者にてご負担いいただくこと（6

ヶ月前ルール）としてきました 

しかしながら、今回の議論を踏まえ、当社として、現行の6ヶ月前ルール

を見直し、設備を撤去する事業者に、「撤去工事に要する期間と原状回復に

要する期間」の費用を、また、設備を新設する事業者に、「新設工事の準備に

要する期間（コロケーションリソース等を当該事業者のために保留している

期間）」の費用を、それぞれ負担いただくようにすることを検討しています。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ 費用負担の公平性や設備の撤去・設置を早く

実施することへのインセンティブ等を考慮し、

効率的なコロケーションの費用負担について、

NTT東日本・西日本において検討が行われる必

要があり、また、新ルールの透明性が確保され

る必要がある。 

 

 

無 

 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

一般的なコロケーション事業を営んでいる当協会の会員と議論した結果、

現在のNTT東西殿による義務コロケーションが、一般的な常識からみて非合

理的であると指摘がありましたので以下に示します。 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

1.接続事業者の全体の平均期間を全事業者に当てはめ、コスト削減のために

努力している事業者も含めて全事業者から固定料金を徴収すること。（事

業者のコスト削減インセンティブが働かない） 

2.コロケーションの利用が終了し、機器を撤去した後から次の事業者が利用

するまでにかかる期間（空きスペースの提供前期間）を一律的に解約した

事業者に負担を求めること。 

3.そもそも、6ヶ月という解約通知の最低期間が長いこと。 

 これらの点も含め、今後総務省において継続的に検証いただきたいと考え

ます。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ 報告書案に賛同します。 

なお、本件に関連して、その他のルール変更の提案がある場合には、本年

秋に予定しているフォローアップにて改めて議論する必要があると考えま

す。 

（ソフトバンク） 
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第８章 コロケーション及びその代替措置 

５．機器故障に伴う機器交換の手続き 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見８－５ 機器故障に伴う機器交換の手続きについて 考え方８－５  

○ 現在、事業者が、設置済の機器と異なる機器を新たに設置される場合には、

その都度、相互接続点調査を行うこととしています。 

これは、新たに設置される機器について、以下を事前に確認した上で、当

該機器を設置いただく必要があることによるものです。 

 接続に必要な機器であることを確認 

 当社や他事業者の機器に影響がないか、安全性を確認 

 適切なリソース管理及び課金を行うために、機器の消費電力量や発熱量

等の仕様を確認 

今回の議論を踏まえ、事業者が故障発生時等に交換したいとする新たな機

器について、上述の事前確認を予め実施しておくことにより、故障発生時等

において、相互接続点調査を行わなくても、機器の即時交換を可能とする運

用ルールを導入する考えであり、現在、その具体的な条件等について検討を

進めています。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ コロケーションを行っている機器の交換の

手続を可能な場合に簡略化する取組は、接続に

よる安定的なサービス提供のために重要であ

り、NTT東日本・西日本による検討を総務省でも

フォローしていく必要がある。 

無 

 

○ 本報告書案に賛同いたします。 

 地域ISPや新規参入事業者等は大手通信事業者と比較して予備物品なども

多くは保有していないのが現状であり、機器の故障や保守対応の際に異なる

機器に交換されるケースが多くあります。これらの機器交換の際にもNTT東

西殿が定めたPOI調査等の手続きを行うと、交換までに数ヶ月かかることか

ら、とても保守・運用に耐えられず、安定的なサービス提供に支障がありま
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意見 考え方 
修正の 

有無 

す。これらの事象が少しでも減るよう、NTT東西殿の局舎設備に与える影響

がない場合の手続きの迅速化をお願いしたものです。 

 なお、本来の相互接続に定められた期間についても、現状の作業短縮化な

どの取り組みを検証した上で、手続きの期間の短縮化にむけて、確認および

議論を行っていただくことを要望します。 

（日本インターネットプロバイダー協会） 

○ NTT東日本・西日本に対して、相互接続点調査の申込みや自前工事の申込

みの手続きを不要または簡略化すること等を促す報告案の考え方に賛同い

たします。 

（楽天コミュニケーションズ） 

○ 総務省からNTT東・西に対し、新たに設置する機器のリソース（スペース・

電力）が既存の機器よりも小さい場合などにおいて、相互接続点調査の申込

みや自前工事の申込みの手続を不要又は簡略化すること等について検討を

依頼することとするのが適当、との報告書（案）に賛同いたします。 

相互接続点調査の申込みや自前工事の申込みの手続を不要又は簡略化す

ること等により、機器交換の迅速化が図られるものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

○ 新たに設置する機器のリソース（スペース・電力）が既存の機器よりも小

さい場合などにおいて、相互接続点調査の申込みや自前工事の申込みの手続

を不要又は簡略化することは、業務の効率化に直結することなので、「総務

省からNTT東西殿に対し検討を依頼すること」に賛同し、注視していきたい

と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ） 
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第９章 接続料交渉の円滑化 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見９－１ 接続料の水準について事業者間で合意できない場合は、原価や需

要等の算定根拠を提示いただくことが協議の円滑化につながることから、本

報告書（案）に賛同する。 

考え方９－１  

○ 音声サービスの接続において、各事業者がそれぞれネットワークを構築

し、双方の利用者同士が相互に通信を行うために、他方のネットワークと接

続しあう場合には、相互に接続料を支払い合う関係となるだけでなく、一方

の事業者にとって、他方の事業者のネットワークが事業展開上不可欠（着信

ボトルネック）になるという対称・対等な関係がとなります。 

このような対称・対等な関係にあるにも関わらず、一部の事業者において、

当社のような接続料規制が課されていないことによって、その接続料が高止

まりしているといった事象が発生しているところです。 

このような状況を踏まえ、接続料の水準について事業者間で合意できない

場合は、原価や需要等の算定根拠を提示いただくことが協議の円滑化につな

がることから、今回、「接続料の水準の決め方は、事業者間で合意が可能で

あれば、様々な決め方があり得るところではあるが、事業者間で別段の合意

がなければ、かかった費用を回収するコスト主義の考え方が効率的であり、

したがって、第一次的に検討されるものであるから、総務大臣の裁定基準と

してこの考え方を示し、裁定手続ではコストに基づく算定根拠の提示が求め

られることを示すことで、協議の円滑化を期待することができる」とされた

ことは適切であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本･西日本） 

○ ネットワークの接続において、各事業者が必

ずしも「対称・対等」な関係にあるわけではな

いが、円滑な接続の実現はどの事業者の間にお

いてもサービス展開上重要であることは論を

またない。 

○ 円滑な接続のために、適正な接続料のやりと

りは不可欠であるところ、そのために総務大臣

の裁定においては、第一次的にコスト主義の考

え方を採り、そのためにコストに基づく算定根

拠の提示が求められることを示すことで、接続

協議の更なる円滑化を総務省では推進するべ

きである。 

無 

○ 今後も、各事業者は接続料交渉の円滑化に向けて、総務省が策定した現行
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意見 考え方 
修正の 

有無 

の「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」に沿って真摯な協議を行

うことが重要であると考えます。 

（中部テレコミュニケーション） 
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その他全般 

意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１０－１ 新たにアンバンドル化される機能および新たに提供されるサ

ービスメニューなどについて、接続事業者が利用しやすい制度と料金で提供

されることを強く望む。 

考え方１０－１  

○ NGNの優先パケットを活用した音声サービスに加えてデータ系サービスも

提供される方向にあり、新しい機能が利用できるようになったことは高く評

価いたします。 

ただし、新たにアンバンドル化される機能および新たに提供されるサービ

スメニューなどについて、接続事業者が利用しやすい制度と料金で提供され

ることを強く望みます。 

（テレコムサービス協会） 

○ アンバンドルを行う機能の単位等、接続約款

記載事項の在り方については、円滑な接続の確

保を旨として、検証が行われていく必要があ

る。 

無 

 


